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３－２－４ 施工計画／調達計画 

３－２－４－1 施 工 方 針 ／ 調 達 方 針  

日本国の協力対象事業は外来診療棟、ラボ･中央材料棟、病棟 A、一般サービス棟 A の施設建

設工事及び対象施設に対する医療機材の調達・据付工事等からなる。本計画における日本側負担

工事は、日本国政府の無償資金協力の枠組みに従って実施される。 

計画地は、リマ市チョリージョス区にある、西から東にかけ約 3m の高低差のある既存建屋・

地下構築物が現存する旧軍用地（操車場、車両ワークショップに使用）にある。このため本計画

に合わせた敷地の整地および既存建築物の撤去等が必要となり、これはペルー国側の負担工事で

あり、本計画の実施が決定された場合、これら負担工事が速やかに実行されることが必要である。 

日本側協力対象施設以外の管理・研修棟、病棟 B・C、一般サービス棟 B、精神機能障害治療

棟および解剖・病理棟は相手国負担工事であり、本工事と同時進行が予定されている。施工計画

立案に当っては、これらを考慮に入れた円滑かつ安全な施工計画を立てることが重要であり、日

本側とペルー側の綿密な連携が必要となる。 

本計画は、日本国政府により閣議承認され交換公文（E/N）および贈与契約（G/A）が署名さ

れた後、正式に実施されることとなる。E/N および G/A が署名された後、速やかにペルー側実施

機関と日本国法人のコンサルタントがコンサルタント契約を結び、計画の実施設計業務を行う。

実施設計後、日本国法人の施工業者および医療機材調達業者選定のための入札が行われ、落札し

た業者と実施機関の間で業者契約が締結され、施設建設工事と医療機材納入･据付が実施される

こととなる。本計画実施における基本事項および配慮されるべき事項は以下の通りである。 

（１） 実施機関 

本計画の主管官庁はペルー国保健省、実施機関は国立障害者リハビリテーションセンター

（Instituto Nacional de Rehabilitación: INR）であり、ペルー側負担事業を実施する。 

 

（２） コンサルタント 

両国政府による E/N および G/A の署名終了後、日本国法人のコンサルタントは、直ちに日

本国の無償資金協力の手続きに従い、ペルー側実施機関とコンサルタント契約を結ぶ。この

契約に従い、以下の業務を実施する。 

1） 実施設計： 計画内容の最終確認、実施設計図書（計画に含まれる施設・医療機材に関

する仕様書およびその他の技術資料、入札図書作成）の作成、入札業務協

力、入札評価、業者契約 

2） 施工監理： 施設建設工事および医療機材納入・据付・操作指導・保守管理指導に対す

る監理業務 

「実施設計」とは、基本設計調査報告書に基づき、建築計画、機材計画の詳細を決定し、

それらに関する仕様書、入札条件書、および建設工事・医療機材調達に関するそれぞれの契

約書案等からなる入札図書を作成することを示し、建設工事、機材調達に必要な費用の見積

りも含まれる。 

「入札業務協力」とは、実施機関が行う工事施工業者および医療機材納入・据付業者の入

札による選定への立ち会い、それぞれの契約に必要な事務手続きおよび JICA への報告等に

関する業務協力を指す。 
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「施工監理」とは、工事施工業者および医療機材納入・据付業者が実施する業務について、

契約書通りに実施されているか否かを確認し、契約内容の適正な履行を確認する業務を指す。

さらに、計画実施を促進するため、公正な立場に立ち、関係者に助言、指導、関係者間の調

整を行うもので、主たる業務内容は、下記の通りである。 

① 工事施工業者および医療機材納入・据付業者より提出される施工計画書、施工図、機材

仕様書その他図書の照合および承認手続き 

② 納入される建設資機材、医療機材の数量、品質・性能の出荷前検査及び承認 

③ 建築設備機材、医療機材の納入・据付、取扱い説明の確認 

④ 工事進捗状況の把握と報告 

⑤ 完成施設・医療機材の完成検査および引渡しへの立会い 

⑥ コンサルタントは、上記業務を遂行する他、日本国政府関係機関に対し、本計画の進捗

状況、支払手続き、完了引渡しなどについて報告を行う。 

 

（３） 工事施工業者および医療機材納入・据付業者 

工事施工業者および医療機材納入･据付業者は、契約に基づき施設の建設および医療機材の

調達・搬入・据付を行い、ペルー国側に対し当該機材の操作と維持管理に関する技術指導を

行なう。また、機材引渡し後においても、継続的に機材のスペアパーツおよび消耗品の保証

期間中の無償供給および有償供給、技術サポートを受けられるよう、機材供給メーカー・代

理店との協力のもとに後方支援を行う。 

 

（４） 国際協力機構 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、本計画が無償資金協力の制度に従って適切に実施

されるよう実施監理を行う。 

 

（５） 施工計画の策定 

施工計画に関する検討は、実施設計期間中にペルー側実施機関関係者とコンサルタントと

の間で行う。また、日本側とペルー側双方の負担工事を明確にし、各々の負担工事の着手時

期および方法について工事項目毎に確認し、双方の負担工事が基本設計調査報告書の実施ス

ケジュールに基づいて円滑に遂行されるよう協議を行う。特に、ペルー側負担工事のうち、

本計画に合わせた敷地の整地および既存建築物の撤去は、日本側建設工事着工前に確実に完

了される必要がある。 

 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

本計画施工上の留意点として下記の項目が挙げられ、これらに配慮した施工計画を策定する必

要がある。 

（１） 工程管理 

建設工事は、外来診療棟、ラボ･中央材料棟、病棟 A および一般サービス棟 A の 4 棟の新

築工事である。ペルー側負担工事である管理・研修棟、病棟 B・C、一般サービス棟 B、精神

機能障害治療棟および解剖・病理棟の建設工事が同時進行で行われることが予定されている
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なか、特に病棟 B および精神機能障害治療棟は近接した敷地での工事となるため、工事動線

の明確な分割などにより、作業工程を合理的に管理する必要がある。 

これらの工事には医療機材の据付工事も含まれ、建設と機材の綿密な工程調整も図る必要

がある。 

 

（２） 安全管理 

計画予定地周辺は住宅地となっていること、また同一敷地内で日本側、ペルー側工事が同

時進行となるため、事故防止のため工事地区を仮囲い等で明確に区切るとともに、工事用動

線の輻輳を避けるべく、ペルー側関係者、コンサルタントおよび施工業者の間で相互協力体

制を構築し、綿密な管理調整を行うことが必要である。 

 

 

３－２－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

本計画の事業実施は、日本国とペルー国との相互協力により実施される。本計画が日本国政府

の無償資金協力によって実施される場合、両国政府の工事負担範囲は、下記の通りとするのが妥

当である。 

（１） 日本国の無償資金協力による負担事業 

日本国側は、本計画協力対象事業のコンサルティングおよび施設建設･医療機材調達・据付

に関する以下の業務を無償資金協力により実施する。 

１）コンサルタント業務 

a) 日本側協力対象施設、医療機材の実施設計図書および入札条件書の作成 

b) 工事施工業者、医療機材調達･据付業者の選定および契約に関する業務協力 

c) 施設建設工事および医療機材納入･据付･操作指導･保守管理指導に対する監理 

 

２）施設建設および医療機材の調達･据付 

a) 日本側協力対象施設の建設および協力対象範囲の外構･インフラ工事 

b) 日本側協力対象施設の建設資機材、医療機材の調達および対象施設までの輸送と搬入 

c) 日本側協力対象機材の据付工事および試運転調整 

d) 日本側協力対象機材の運転、保守管理方法の説明・指導 

 

（２） ペルー国政府の負担事業 

ペルー国側は、本計画の以下に示す手続き事項および工事に関する業務を負担し実施する。 

１）手続き事項 

a) 用地の確保 

b) 国内税の免税措置 

c) 日本または第三国から輸入される機材に対する免税措置、迅速な通関および便宜供与 

d) 建設許可の取得 

e) インフラ（電力、上･下水道、電話など）の接続手続き 

f) 仮設電力・給水設備の確保 

g) 銀行取極め、支払授権書の発給 
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h) 本プロジェクトの業務遂行のためにペルー国に入国し、滞在する日本人に対する入国

および滞在に必要な便宜の供与 

i) 日本側負担分以外の全ての経費負担 

 

２）負担工事 

a) 建設予定地の整地工事 

b) 既存機材･家具の移設工事 

c) 日本側協力対象施設の必要家具・什器の調達 

d) 植栽工事 

e) 管理･研修棟の建設、必要機材･家具の調達 

f) 病棟 B・C の建設、必要機材･家具の調達 

g) 一般サービス棟 B の建設、必要機材･家具の調達 

h) 精神機能障害治療棟の建設、必要機材･家具の調達 

i) 病理･解剖棟の建設、必要機材･家具の調達 

j) 日本側協力対象範囲外の外構･インフラ工事 

k) インフラ（電力、上・下水道、電話など）の接続工事 

l) 敷地周囲のフェンス設置工事 

 

 

３－ ２－ ４－ ４  施 工 監 理 計 画 /機 材 調 達 監 理 計 画  

（１） 施工監理計画 

１）施工監理方針 

日本国政府が実施する無償資金協力の方針に基づき、コンサルタントは基本設計の主旨を

踏まえ、実施設計業務を含む一貫したプロジェクト遂行チームを編成し、円滑な業務実施を

行う。本計画の施工監理に対する方針は下記の通りである。 

a) 両国関係機関の担当者と密接な連絡を行い、遅滞なく施設建設および医療機材整備が

完了することをめざす。 

b) 工事施工業者、医療機材調達･据付業者とその関係者に対し、公正な立場にたって迅速

かつ適切な指導･助言を行う。 

c) 建設工事および医療機材据付工事が完了し、契約条件が満たされたことを確認した上

で、施設･医療機材の引渡しに立ち会い、ペルー国側の受領承認を得て、その業務を完

了させる。 

 

２）施設施工監理計画 

本計画はペルー側負担建設工事との同時進行が予定されており、工事進捗に合わせたペ

ルー側関係者・本計画施工業者・ペルー側工事施工業者間の調整の重要性を考慮に入れ、常

駐監理者（建築担当）1 名を置く。また、工事の進捗状況に合わせ、下記の技術者を適時派

遣する。 

・施工監理（監理責任者：着工立会い・全体調整、竣工検査） 

・施工監理（建築：施工方法、材料・仕様の確認） 
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・施工監理（構造：地盤確認、基礎工事、躯体工事） 

・施工監理（電気：供給設備、受変電設備、竣工検査） 

・施工監理（機械：供給設備、給排水衛生設備、竣工検査） 

 

（２） 機材調達監理計画 

１）機材調達監理方針 

本計画では、施設、機材の分離入札を予定しており、調達機材監理にあたっては、施設・

設備との取り合い及び工事の進捗状況に関し、特に留意する必要がある。 

従って、調達監理にあたっては、以下に示す方針で臨むこととする。 

a) 設備計画担当者及び調達業者との連絡を緊密に行い、齟齬のない配置計画を策定する

とともに、設備との取り合いを調整する 

b) 施工監理担当者から建設工事の進捗に関し、適宜情報を収集し、適切な設置計画を策

定する。 

c) 引渡しにあたっては、機材業者による適切な操作説明が行われたか、慎重に確認する

とともに、運用・管理に関し、適切な助言を行う。 

２）機材調達監理計画 

機材の調達監理にあたっては、以下の体制で実施する。 

・ 調達監理者：1 名 

入札管理、調達監理、引渡検査を行う。 

・ 検査技術者：1 名 

出荷前検査の準備、立ち会いを行う。 
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３－ ２－ ４－ ５  品 質 管 理 計 画  

建設資材は、現場常駐監理者が受入れ検査を実施し、その品質を確認する。品質管理に必要な

各種試験は実施設計において特記仕様書に明記し、これに従い実施する。 

・ 地盤の地耐力確認は、構造担当者の立会いの上、現地にて実施する。 

・ 鉄筋は、搬入毎にメーカーの製品試験報告書（ミルシート）による材料品質確認を行う。 

・ コンクリートは、ペルー国の基準に準拠し、原則として 50m3毎にスランプ試験とテストピー

ス採取を行う。 

・ コンクリートの圧縮強度試験および鉄筋の引張り強度試験は、リマ市内にある国立工科大

学等の公的機関にて行う。 

 

３－ ２－ ４－ ６  資 機 材 等 調 達 計 画  

（１） 建設資材 

建設資材のほとんどはペルー国にて調達可能であり、本計画においてはペルー国にて調達

する。下表に建設資機材の調達区分を示す。 

ペ ル ー 国 政 府 機 関  

 
保 健 省  

INR（国 立 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ） 

コ ン サ ル タン ト契 約  施 設 建 設 ・  
機 材 調 達 契 約  

契 約  

図－21：  本プロジェクトにおける事業実施体制 

工 事 請 負 業 者 （建 設 ・医 療 機 材 工 事 ）  

コ ン サ ル タ ン ト 

・ 業 務 主 任  
・ 建 築 担 当  
・ 構 造 担 当  
・ 電 気 設 備 担 当  
・ 機 械 設 備 担 当  
・ 機 材 担 当  
・ 積 算 担 当  

・ 現 場 常 駐 監 理 者  

日 本  

現 地  

日 本 国 政 府 機 関  

外 務 省  在 ペ ル ー 国  
日 本 大 使 館  

JICA 本 部  JICA ﾍﾟﾙｰ事 務 所  

交 換  

公 文  

（E/N）  

贈 与 契 約  

（G/A）  
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表-16：  建設資機材の調達区分 
現地調達事情 調達計画 

資 機 材 名 
状況 輸入先 現地 三国 日本 

 （建築資材）      

 1.骨材（砂、砕石） ○  ○   
 2.セメント ○  ○   
 3.鉄筋 ○  ○   
 4 レンガ ○  ○   
 5.合板、木材 ○  ○   
 6.床、壁用タイル ○  ○   
 7.木製建具 ○  ○   
 8.鋼製建具 ○  ○   
 9 アルミ建具 ○  ○   
10.建具金物 ○ ブラジル･イタリア ○   
11.ガラス ○ ブラジル ○   
12.塗料 ○ アメリカ ○   
13.作業台・流し台 ○  ○   
14 エレベーター ○ 日本･アメリカ ○   
15 ビニール床材 ○ スウェーデン･オランダ ○   
16 シーリング、防水剤 ○ アメリカ ○   
17 雑金物 ○  ○  ○ 

 （設備資材）      

  1 電線、ケーブル ○  ○  ○ 
  2 24KV ケーブル ○  ○   
  3 PVC 管、付属品 ○  ○   
  4 鋼管 ○    ○ 
  5 照明器具 ○ アメリカ･イタリア ○   
  6 24KV 配電盤 ○ アメリカ･メキシコ ○   
  7 変圧器 ○ アメリカ ○   
  8 発電機 ○ ア メリカ  ○   
  9 ケーブルラック ○  ○   
 10 配・分電盤、制御盤 ○    ○ 
 11 自動火災報知設備 ○ アメリカ   ○ 
 12 電話設備 ○ 日本･アメリカ ○   
 13 ナースコール ×    ○ 
 14 PVC 給・排水管 ○  ○   
 15 SGP 給水管 ○    ○ 
 16 ポンプ類 ○ アメリカ･イタリア   ○ 
 17 衛生器具 ○  ○  ○ 
 18 ボイラー設備 ○ アメリカ ○   
 19 FRP 受水槽 ×    ○ 
 20 消火栓 ○  ○   

21 空調機 ○ 日本・アメリカ ○   
 22 圧力壁扇 ×    ○ 

 

 

（２） 機材 

本案件における計画機材は、①治療用機材、②診断用機材、③義肢装具製作用機材、④病

棟用機材、⑤一般サービス用機材に分類される。 

①の治療用機材、②の診断用機材、③の義肢装具製作用機材は、ある程度高度な機能が要

求されるものが多いことから、日本又は欧米製品などの高品質な機材を調達する。ただ、運

動療法用機材の一部には、日本と設計の考え方が異なるため、要求仕様が日本製品と整合し
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ない場合もあり、これらの機材に関しては第三国製品を選定せざるを得ない。④の病棟用機

材及び⑤の一般サービス用機器の一部は、ペルー国内で製造している業者があり、多くの納

入実績もあることから、現地、日本の製品の中から、要求仕様を満たす適正な機材を選定す

る。 

ただ、これらの機材の多くは、引き渡し後の保守・修理体制の確保が重要であり、どこの

国の製品であっても、基本的に現地代理店から調達するか、現地代理店の整備されたメーカー

の製品を調達する必要がある。なお、現地調査の結果、今回計画された機材の多くは、現地

に取り扱う業者があり、現地代理店の設定は基本的に可能である。 

分類毎機材の想定される調達先は以下の通りである。 

表－17：  医療機材の調達区分 

調達先 
機材内容 

現地 日本 第三国 

①治療用機材  ○ ○ 

②診断用機材  ○ ○ 

③義肢装具製作用機材  ○ ○ 

④病棟用機材 ○ ○  

⑤一般サービス用機材 ○ ○  

 

 

（３） 資機材の搬入ルート 

日本から調達される資機材は、横浜・名古屋・大阪港より中米経由で定期便を運航してい

る業者が複数あり、毎週いずれかの便で輸送可能である。海上輸送の所要日数は 3～5 週間で、

ペルー国の主要荷受け港であるカジャオ港に到着する。荷卸し、通関業務を含め約 1 週間で

サイトに搬入される。内陸輸送に関しては、サイトまでの道路は整備されており、問題ない。

なお、中南米向け木材梱包およびケーブル用の木ドラム等については、国際基準 No.15 に沿っ

た消毒および消毒済みマーク表示等の適正な措置を施さなければならないので注意が必要で

ある。 

 

 

３－ ２－ ４－ ７  初 期 操 作 指 導 ・運 用 指 導 等 計 画  

本計画で調達される機材に関しては、引渡し時に、調達業者あるいはメーカーの技術者による

初期操作指導及び保守管理に関する運用指導を実施する。コンサルタントは、これらの指導が適

正に実施されるよう監理するとともに、引渡しに際しては、各機材のペルー側責任者と面談の上、

これら説明･指導が適切に実施されたか、ペルー国側の担当者が十分に理解したか、確認を行う。 

 

 

３－ ２－ ４－ ８  ソ フ トコ ン ポ ー ネ ン ト計 画  

今回の計画においてはソフトコンポーネントは行わない。 
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３－ ２－ ４－ ９  実 施 工 程  

本計画の実施設計には約 6.8 ヶ月、建設工事（機材の調達を含む）には約 16.0 ヶ月の工期が予

定される。本計画の実施工程表を以下に示す。 

注： 下記表はそれぞれの工程の予定期間を表している。実施設計と施工・調達が同時期に行わ

れるものではない。（現地調査と準備工事が同時にスタートするわけではない） 

表－18：  実施工程表 

施
　
工
　
・
　
調
　
達

16

実
　
施
　
設
　
計

12 13 14 159 10 115 6 7 81 2 3 4

国 内 作 業

現 地 調 査

現 地 確 認 （計  6.80 ヶ 月 ）

準 備 工 事

基 礎 工 事

躯 体 工 事

仕 上 げ 工 事

完 成 検 査 ・引 渡 し

調 達 準 備

製 造 ・調 達

（計  16.0 ヶ 月 ）

技 術 指 導 ・引 渡 し

準 備
輸 送

機 材 据 付 ・調 整
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３－３ 相手国分担事業の概要 

本計画に関する事業負担区分については、3-2-4-3 施工区分/調達･据付区分で述べたとおりであ

る。以下にペルー国側の分担事業の概要を示す。 

 

３－ ３－ １  手 続 き 事 項  

（１） 用地の確保 

建設予定地に関しては 2007 年 5 月 25 日付け保健省通達 No. 039-2007/SBN-GO-JAO で INR

の移転建設計画用に 37,536.14m2 の用地の使用許可が発行されており、確保済みである。 

 

（２） 国内税の免税措置 

本計画の実施に必要な建設資材、医療機材の購入、ならびに役務の調達に係る国内税の免

税措置を行う。実施機関は、下記に述べる還付金の予算措置を行う。 

付加価値税（IGV）及び自治体促進税（IPM）の免税手続き 

法令 783 号に基づき、外国政府または国際技術協力機関からペルー政府、政府機関、

に対する贈与の資金で行う、財・サービスの購入の際に支払われる IGV や自治体促進

税（IPM）は還付の対象になり、この還付は交渉可能な信用状（nota de credito）シス

テムを通して行われる。還付手続きは最高決議 36‐94‐EF 号により規定され、その

手続きは指針 003‐2006‐APCI‐DE に明記されている。 

指針 003‐2006‐APCI‐DE に示された手続きは通常、申請から還付まで 6 ヶ月もしく

はそれ以上の期間が必要となる。保健省は、過去の日本国政府からの無償資金協力案

件では保健省が還付資金額の予算を確保し、建設業者および機材調達業者からの IGV

と IPM の還付申請に対して約 2 ヶ月で還付に応じた実績がある。本案件に関しても、

保健省は、前案件と同様に IGV と IPM の還付を実施する予定である。 

IGV と IPM の還付手続きに関しては、入札後に決定した建設業者および機材調達業者

は、保健省との間で国内税還付手続き書を締結する必要がある。 

 

 

（３） 日本または第三国から輸入される資機材に対する輸入関税の免税措置および通関並びに

内陸輸送に係る便宜供与 

ペルー国保健省は、本計画に必要な日本または第三国から輸入される資機材に関して免税

措置を行うと共に、迅速な通関および内陸輸送手続きに対して、必要な便宜供与を図る。 
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輸入関税及び免税手続き 

政令 21942 号（外国からの贈与商品の税関手続き）に基づき、外国から中央政府・地

方政府、公立機関・組織、並びに、民間機関への贈与される商品は、関税の補強となっ

ている特殊税、付加税の支払いは免除され、これらの場合、免除決議書の発行は必要

ない。 

建設業者および機材調達業者は、関税の対象となる輸入資機材の船荷証書および積荷

目録など必要書類を保健省に提出し、保健省は関税局に対して免税手続きを行う。関

税は免税となるが、輸入諸経費は建設業者、機材調達業者が負担する必要がある。 

 

（４） 建築許可の取得 

建設許可はチョリージョス市役所から取得する必要があるため、INR は保健省の協力を仰

ぎ、工事着工前にチョリージョス市役所から建設許可を取得する。 

 

（５） インフラ（電力、上下水道、電話など）の接続手続き 

１）給水工事区分 

INR がリマ水道公社（SEDAPAL）に申請する。工事区分は以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

２）排水工事区分 

INR がリマ水道公社（SEDAPAL）に申請する。工事区分は以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

３）電気工事区分 

INR がルス・デル・スール電力会社に申請する。工事区分は以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

敷地境界線 

80A 

給水メーター（ペルー工事） 

本工事     ペルー工事 

M 

敷地境界線 

200A 

敷地内最終桝（本工事） 

本工事     ペルー工事 

電気室へ 

高圧区分開閉器（ペルー工事） 

メーター（ペルー工事） 

本工事     ペルー工事 

M 

敷地内サブステーション 
（電力会社管理） 
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４）電話工事区分 

INR がテレホニカ又はテレメックスに申請する。工事区分は以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 仮設電力・給水設備の確保 

INR は施設建設工事に使用する仮設電力および上水道を電力会社および水道公社に申請す

る。工事期間中の電力･上水の使用料は建設会社が負担する。 

 

（７） 資材置場、作業場所の確保 

INR は施設建設工事のための資材置場、作業場所を建設会社の要請に基づいて建設地内も

しくは近隣に確保する。 

 

（８） 銀行取極め、支払授権書の発給 

INR もしくは保健省は、コンサルタント契約・業者契約に基づく銀行取極め、支払授権書

の発給を速やかに行う。 

 

（９） 本計画実施の業務遂行のためにペルー国に入国し、滞在する日本人技術者に対する入国お

よび滞在に必要な便宜供与 

 

(10) 日 本 側 負 担 以 外 の 全 て の 経 費 負 担  

 

 

３－ ３－ ２  負 担 事 業  

（１） 事業実施前 

１）建設予定地の整地工事 

建設予定地は、国防省が操車場、車両ワークショップとして使用していた土地であるため、

既存建屋および地下構造物があると共に、全面アスファルト舗装で覆われている。施設の全

体計画に合わせてペルー国側は既存建屋、地下構造物およびアスファルト舗装、フェンスの

撤去などを実施すると共に、配置計画図に指示されている地盤レベルに合わせた造成工事を

日本側工事の開始前に行う必要がある。 

 

２）建設許可の発行 

INR は保健省の協力を得て施設計画図書から必要なものを選択し、チョリージョス区に建

設許可を申請し、取得する。 

敷地境界線 

主端子盤（本工事） 

本工事     ペルー工事 

電柱 
（本工事） 

配管 本工事 
配線 ペルー工事 

配管・配線共 
本工事 

建物 
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３）免税措置のための予算措置 

保健省は日本側協力対象施設の建設および機材調達の国内税（付加価値税等）還付に必要

な資金の予算措置を行う。また、関税局での免税措置を行う。 

 

４）銀行取極め、支払授権書の発給のための銀行手数料の予算措置 

本案件のコンサルタント、建設業者および機材調達業者のための銀行取極め、支払授権書

発給に要する銀行手数料（過去の案件の例から、契約金額の約 0.2%程度）の予算措置を行う。 

 

５）日本側協力対象施設以外の施設設計 

コンサルタントは日本側協力対象施設の 4 棟および協力範囲の外構工事の設計監理業務を

行う。管理･研修棟、病棟 B・C、一般サービス棟 B、精神機能障害治療棟および解剖･病理

棟の 6 棟と日本側協力他範囲外の外構工事の設計･監理業務は、ペルー国保健省もしくは INR

の責任で行われる。保健省もしくは INR は、日本側協力対象施設 4 棟の設計コンセプトをペ

ルー側施設にも生かす予定であり、基本設計調査報告書を参考にペルー側施設の設計を行う

必要がある。日本側協力対象施設の設計･監理を行うコンサルタントがアドバイザーとしてペ

ルー側施設設計に協力することで、設計コンセプトの統一を図る。 

 

６）日本側協力対象機材以外の機材･家具・備品の予算措置 

日本側の協力対象施設を含め、移転後の INR の運営に必要な日本側協力対象機材以外の機

材･家具･備品を調達するための予算措置を行う。 

 

（２） 事業実施中 

１）日本側協力対象施設以外の施設の建設、必要機材･家具の調達 

日本側協力対象施設以外の管理・研修棟、病棟 B・C、一般サービス棟 B、精神機能障害

治療棟および解剖･病理棟の建設と必要機材･家具を調達する。 

 

２）日本側協力対象外の外構･インフラ工事 

日本側協力対象外の外構工事（駐車場、フェンス、道路等）とインフラ工事を行う。 

 

３）インフラの接続 

本プロジェクトで建設される施設に必要な電力、上下水道、電話の接続工事を行う。 

 

４）関税の免税措置 

関税局に免税措置を申請する。 

 

５）国内税の還付 

前述した付加価値税等を建設業者、機材調達業者に還付する。 

 

６）銀行手数料の支払い 

コンサルタント、建設業者、機材調達業者の契約金支払いに必要な銀行手数料を支払う。 
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７）植栽 

施設建設、外構工事の計画に合わせて植栽計画を作成し、植栽工事を行う。 

 

（３） 事業実施後 

１）既存機材・家具の移設 

日本側協力対象施設が完成した後に、既存 INR にある既存機材・家具を新築施設に移設す

る。 

 

２）移転 

INR は施設建設および調達機材の据付･試運転が完了した後に、カジャオ市の既存 INR 施

設からチョリージョス区の新 INR 施設へ移転業務を実施する。 

 

３）運営・維持管理費の確保 

移転後の運営･維持管理費を INR は保健省に申請し、確保する。 
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３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

（１） 組織と要員計画 

前述のように、本計画の主管官庁は保健省、実施機関は INR で、ペルー側負担事業を実施

する。移転新築後は INR がその運営･維持管理に当たる。 

INR は保健省次官室の直属の独立機関として位置付けられている 8 つの専門医療機関の一

つである。同専門医療機関は各専門医療分野のペルー国保健省管轄のトップレファラル機関

である。 

2006 年度の INR 組織と各部門への人員配置は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

図 － 22：  INR 組 織 とス タ ッフ 配 置 図  

院 長 室 10 名 

管 理 部 門  

組織管理室 

4 名 

統計 
資料課 

15 名 

総務部 

3 名 

会計課 15 名 

人事課 16 名 

物流課 19 名 

一般ｻｰﾋﾞｽ課 20 名 

広報課 

5 名 

研究･教育
助成課 

4 名 

戦略 
計画課 

7 名 

国際科学
協力課 

0 名 

疾病 
対策課 

3 名 

品質 
管理課 

2 名 

診 療 ・ 研 究 ・ 教 育 部 門  

保健教育･研究･
ﾘｽｸ対策部 

2 名 

精神機能障害
教育･研究･ﾘｽｸ
対策科 

0 名 

運動機能障害
教育･研究･ﾘｽｸ
対策科 

1 名 

精神機能障害 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部 

3 名 

学習障害ﾘﾊﾋﾞﾘ科 

22 名 

知的障害・社会 
適応障害ﾘﾊﾋﾞﾘ科 

24 名 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ障害 
ﾘﾊﾋﾞﾘ科 

30 名 

精神運動発達 
障害ﾘﾊﾋﾞﾘ科 

23 名 

運動機能障害 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部 

2 名 

中枢神経障害 
ﾘﾊﾋﾞﾘ科 

23 名 

疼痛障害ﾘﾊﾋﾞﾘ科 

24 名 

脊髄損傷障害 
ﾘﾊﾋﾞﾘ科 

19 名 

姿勢障害／切断･
熱傷障害ﾘﾊﾋﾞﾘ科 

19 名 

診断・治療 
支援部 

1 名 

診断支援 
・画像診断科 
・臨床検査科(ﾗﾎﾞ) 

12 名 

治療支援科 
(薬局､歯科､栄養指導
職業訓練､中央材料) 

12 名 

義肢装具製作科 

19 名 

ｿｰｼｬﾙ･ｻｰﾋﾞｽ科 
(移転新築後創設) 

看 護 

77 名 

病棟 
外来診療
部門､他 
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2006 年度の INR は上図に示されたとおり合計 437 名の要員で運営されていた｡2007 年度に

は既に 457 名と約 20 名が増員されている｡INR は移転新築後に 350 名の増員を以下の内容で

計画している｡ 

管理部門（院長室を含む） 

外来診療部門 

診断･治療支援部門 

手術センター 

予防･リスク対策部 

病棟看護部門 

教育･研究部門 

一般サービス部門 

 12 名 

142 名 

70 名 

29 名 

4 名 

63 名 

18 名 

12 名 

 

 合  計 350 名  

 

施設規模が約 2.4 倍に拡大し、外来診療部門に水治療プールが、画像診断科に CT が加わ

るなど、外来診療機能が充実することを考慮すれば、妥当な増員計画と思われる。 

なお、現在精神機能障害リハビリ部および運動機能障害リハビリ部各科に分散配置されて

いるソーシャル･ワーカーは、診断･治療支援部にソーシャル･サービス科を移転後創設する計

画である。2007 年度現在ソーシャル･ワーカーは 16 名であるが、移転後には 2 名増員され、

18 名となる計画である。 

 

（２） 維持管理計画 

１）施設の維持管理計画 

既存 INR では、総務部一般サービス課に所属する施設管理要員 7 名（大工、配管工、電工

など）で施設の維持管理業務を行っている。同要員は機械の軽微な補修などにとどまらず、2

階建ての倉庫･研修室の建設まで実施できる技量を持ち合わせている。移転新築後は、同要員

に 2 名の技能者を追加して、施設の維持管理業務を行う予定である。新築される施設は現地

工法･材料を採用すると共に、熱源であるボイラーも既存 INR と同じ蒸気ボイラー（オイル

使用）と、システムも同じであるため、現要員に 2 名が加わる施設維持管理体制で十分に保

守管理は遂行できる。 

建物の清掃および庭の管理については、現在 INR は外注契約で実施しており、大変きれい

に整備されている。移転新築後も同業務に関しては外注契約を継続する予定である。 

 

２）機材の維持管理計画 

現在、INR では既存機材に機材番号を貼付するなど、最低限の管理は行っている。また、

軽微な機材故障などは INR 内のメンテナンス部門が対応している。 

ただ、管理体制、メンテナンス部の人員、修理用機材等は十分とはいえない。 

従って、本プロジェクト実施後は、機材管理体制の整備、メンテナンス部門の強化などを

行い、継続的な維持管理体制を整備するよう提言する。 
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（３） 財務計画 

１）INR の運営費 

ペルー国における会計年度は 1 月 1 日～12 月 31 日であり、INR を含め保健省の各機関は 7

月に次年度の予算を保健省に申請し、保健省財務部門との交渉を重ね、12 月に次年度予算が

決定される。 

INR の 2002～2006 年度執行予算の実績は、以下の通りである。 

表－19：INR の 2002～2006 年度執行予算実績 （単位：ｿｰﾚｽ） 

費   目 2002 2003 2004 2005 2006 

A.人件費 6,763,251 7,348,961 8,075,040 8,787,300 8,983,135 

1) 保健省交付金 5,829,150 7,347,569 7,846,997 7,365,135 7,598,411 

2) 運営収入からの補充 934,101 1,392 228,043 1,422,165 1,384,724 

B.社会保障、他 1,096,665 1,082,285 1,056,419 1,149,611 1,133,529 

1) 保健省交付金 1,095,566 1,075,480 1,056,409 1,149,581 1,136,153 

2) 運営収入からの補充 1,099 6,805 10 30 -2,624 

C.光熱費、外注費、他 5,177,501 6,104,877 6,212,942 6,096,684 5,206,741 

1) 保健省交付金 4,240,817 4,592,967 4,209,004 4,598,695 4,453,476 

2) 運営収入からの補充 936,684 1,511,910 2,003,938 1,497,989 753,265 

D.雑費 136,571 227,271 648 949 4,235 

1) 保健省交付金 13,657 224 648 949 4 

2) 運営収入からの補充 122,914 227,047 0 0 4,231 

E.投資（機材他） 385,519 367,416 807,896 246,118 204,244 

1) 保健省交付金 0 0 13 246 135 

2) 運営収入からの補充 385,519 367,416 807,883 245,872 204,109 

合計予算 13,559,507 15,130,810 16,152,945 16,280,662 15,531,884 

1) 保健省交付金 
11,179,190 

(82.4%) 
13,016,016 

(86.0%) 
13,112,423 

(81.2%) 
13,113,657 

(80.5%) 
13,188,175 

(84.9%) 

2) 運営収入からの補充 
2,380,317 

(17.6%) 
2,114,794 

(14.0%) 
3,040,522 

(18.8%) 
3,167,005 

(19.5%) 
2,343,709 

(15.1%) 
出典：保健省および INR の質疑回答書を基に作成 

 

上表から、INR の運営予算は保健省からの交付金約 83％（5 年間平均）と運営収入約 17％

（5 年間平均）で構成されていることが理解できる。その中で、予算の大半を占める A. 人件

費、B. 社会保障他、C. 光熱費、外注費他は、ほぼ保健省からの交付金でまかなわれ、D. 雑

費および E. 投資（機材）を INR の運営収入でまかなっている。 

つまり、INR のような保健省内の独立機関では、保健省で承認されている要員に係る A. 人

件費と B. 社会保障他、および C. 光熱費、外注費他、などの固定費は保健省が主管官庁とし

てその大半の費用を負担しているが、運営収入の使途である D. 雑費および E. 投資（機材）

などの変動費は保健省への報告義務はあるものの、INR が裁量できる費目である。 
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２）移転後の増額予算 

① 人件費 

前述したように、INR はプロジェクトが完成し、運営を移転する 2011 年度までに 350

名の要員増を計画している。2007 年度の要員が 457 名で人件費が 9,648,000 ソーレスであ

るため、2007 年度の平均給与は約 2,100 ソーレス／人･年である。人件費は約 7.4%の上

昇傾向であるため、2011 年度では約 2,600 ソーレス／人･年と想定される。このため、2011

年度には 2,600×350 = 910,000 ソーレスの増額が必要となる。 

 

② 光熱費 

移転新築後の INR の光熱費（水道料金、電気料金、電話料金、燃料費）は以下のよう

に試算される。 

a) 水道料金 

1 日使用量 164m3/日 プール水取替え量 29m3/回 

164m3/日×365 日/年  = 59,860m3/年 

29m3/回×12 回/年  = 348m3/年 

59,860m3/年＋348m3/年  = 60,208m3/年 

従量料金 1.749 s/m3    税   19% 

60,208m3/年×1.749S/m3×1.19 = 125.312 s/年  ≒ 126,000 s/年 

b) 電気料金 

使用容量 520Kw 月使用量 182,000KwH/月 

基本料金 38.6891s/KwH 従量料金 0.1181s/KwH  税  19% 

基本料金：   520Kw×38.6891s/KwH×12×1.19 = 287,290 s/年 

従量料金：182,000Kw×0.1181s/KwH×12×1.19  = 306,937 s/年 

287,290 s/年＋306,937 s/年 = 594,227 s/年  ≒ 595,000 s/年 

c) 電話料金 

現在は外線 5 回線、本計画外線 10 回線、現在の年間金額の 1.5 倍とする。 

74,565 s/年×1.5 = 111,848 s/年  ≒ 112,000 s/年 

 

d) 燃料費 

ボイラ用オイル使用量 132.6 l/h 1 日使用時間 6 時間 

単価   12.1 s/ｶﾞﾛﾝ （税 19%含む） 

132.6 l/h×6h×25 日/月×12÷4.546 l/ｶﾞﾛﾝ = 52,503 ｶﾞﾛﾝ/年 

52,503 ｶﾞﾛﾝ/年×12.1 s/ｶﾞﾛﾝ = 635,286 s/年  ≒ 636,000 s/年 

 

上記にて算出された光熱費を 2006 年度の既存 INR での光熱費と比較すると、以下のと

おり、現状に比べ約 1,020,000 ソーレスの増額となる。 
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費  目 2006 年度 2011 年度 差  額 

水  道 94,876.5 126,000.0 31,123.5 

電  気 120,896.5 595,000.0 474,103.5 

電  話 74,565.0 112,000.0 37,435.0 

燃  料 158,820.0 636,000.0 477,180.0 

合  計 451,164.0 1,471,011.0 
1,019,847.0 

≒1,020,000.0 

 （単位：ｿｰﾚｽ） 

 

③ 外注費 

INR は給食業務、屋内外の清掃業務、警備業務を外注委託しており、移転後もそれら

業務の外注委託を継続する計画である。 

a) 給食業務 

2007 年 7 月～2008 年 6 月までの 1 年間の給食業務の外注費は 341,324.40 ソーレスで

あった。同外注には食材費、人件費、ガス料金が含まれている。2011 年度までには職

員が 350 名増員となると共に入院患者が 32 人から 114 人と増加することを考慮すると、

概略現状の給食業務の外注費から約 3倍程度の 1,024,000ソーレスになると想定される。 

341,324.40s/年×3 = 1,023,973.2 s/年  ≒ 1,024,000 s/年 

b) 屋内外の清掃業務 

2007 年 4 月～2008 年 4 月までの 1 年間の屋内外清掃業務の外注費は 430,534.36 ソー

レスであった。移転後の施設面積は現状の約 2.4 倍であり、庭部分も約 3.5 倍程度とな

ることから、2011 年度には、現状の約 3 倍の 1,292,000 ソーレスが屋内外の清掃業務

の外注費と想定される。 

430,534.36s/年×3 = 1,291,603.08s/年  ≒ 1,292,000 s/年 

c) 警備業務 

2007 年 5 月～2008 年 5 月までの 1 年間の警備業務の外注費は 251.982.12 ソーレスで

あった。移転後には施設規模も 2.4 倍となり、敷地も約 3.7 ヘクタールに拡大すること

を考慮し、現状に比べ 1.5倍程度の 378,000ソーレスが警備業務の外注費と想定される。 

251,982.12s/年×1.5 = 377,973.18s/年  ≒ 378,000 s/年 

 

上記にて想定される外注費を現状（2007 年度）の既存 INR での外注費と比較すると、

以下のとおり現状に比べ約 1,670,000 ソーレスの増額となる。 

費  目 2007 年度 2011 年度 差  額 

給食業務 341,324.40 1,024,000.0 682,675.60 

屋内外の清掃業務 430,534.36 1,292,000.0 861,465.64 

警備業務 251,982.12 378,000.0 126,017.88 

合  計 1,023,840.88 2,694,000.0 
1,670,159.12 

(≒1,670,000.00) 

 （単位：ｿｰﾚｽ） 
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④ 機材の維持管理費 

計画機材は一部の機材を除き、更新機材が中心であり、本計画実施後に新たに増額と

なる運営維持経費は、以下に示すとおりと推定される。 

a) 消耗品 
コ ー ド
番 号 機材名 計画

数量
消耗品/

保守部品など
年間推定
必要数量 単価（円） 合計

C-47 移動型無影灯 1 電球 1 7,200 7,200
記録紙 10 500 5,000
筋電パッド50枚 10 7,500 75,000
CMG検査用カテーテル10個 5 60,000 300,000
フィルム100枚/箱 20 40,000 800,000
X線管球 1/3 10,000,000 3,334,000

D-15 一般用X撮影装置 1 X線管球 1/3 3,000,000 1,000,000
D-20 蒸留水製造装置 1 フィルター 12 100,000 1,200,000

HEPAフィルター 1 197,000 197,000
蛍光灯40Wx2灯 10 1,000 10,000
殺菌灯15Wx2灯 10 6,000 60,000
糸 10 1,000 10,000
交換部品一式 1 260,000 260,000

P-27 革漉機 1 替え刃 10 3,000 30,000
糸 10 1,000 10,000
交換部品一式 1 100,000 100,000

P-45 多ヘッド研磨機 1 替え砥石 10 3,000 30,000
糸 10 1,000 10,000
交換部品一式 1 250,000 250,000
糸 10 1,000 10,000
交換部品一式 1 250,000 250,000

7,948,200
(≒209,000s/.)

合　　　　計

P-25 工業用ミシンセット（厚物用筒型総合
送りテープ取りミシン）

2

D-10 下部尿路機能検査装置 1

D-12 CTスキャナー 1

D-25 安全キャビネット 1

P-44 靴部品縫製機セット 1

P-46 出し縫ミシン

P-47 靴底縫い用ミシン 1

1

 

 

b) 年間保守契約費用 

CT、一般用 X 線撮影装置、高圧蒸気滅菌器、洗濯機など大型機器に関しては、メー

カーあるいは取り扱い代理店と年間保守契約を締結することが望ましい。これらの費

用は、料率 8%とした場合、概算で約 5,000,000 円･年（約 132,000 ｿｰﾚｽ）が見込まれる。 

 

本計画完成後は、毎年、上記 a)及び b)の合計約 341,000 ソーレスの増額が現状に比べ

必要となる。 

 

３）移転後の見通し 

本計画は 2010 年末頃に完成が予定され、INR がカジャオ市の既存施設からチョリージョス

区の新施設に全面移転して運営を開始するのは 2011 年度の予定である。2007 年から 2010 年

度までの 4 年間は既存施設での運営が継続される。上記の表－19：INR の 2002～2006 年度執

行予算実績から、今後の各費目に関する傾向および予想金額を想定した試算の前提条件は、

以下のとおりである。 

A. 人件費： 年平均 7.4％の増加傾向で推移。 

B. 社会保障、他： 年平均 0.94％の増加傾向で推移。 

C. 光熱費、外注費、他： 年平均 0.80％の増加傾向で推移。 

D. 雑  費： 各年度の金額に特定の傾向が認められないため、5 年間の平均金額を

今後の予想金額と仮定。約 74,000s/年 

E. 機材費： 各年度の金額に特定の傾向が認められないため、5 年間の平均金額を
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今後の予想金額と仮定。約 402,000s/年 

上記想定を基にした2007年から2010年の INRの運営支出は、以下のとおりに想定される。 

表－20：INR の 2007～2010 年度予算想定 （単位：ｿｰﾚｽ） 
費  目 2007 2008 2009 2010 

A. 人件費 9,648,000 10,362,000 11,129,000 11,953,000 
B. 社会保障、他 1,145,000 1,156,000 1,167,000 1,178,000 
C. 光熱費、外注費、他 5,249,000 5,291,000 5,333,000 5,376,000 
D. 雑費 74,000 74,000 74,000 74,000 
E. 機材費 402,000 402,000 402,000 402,000 

合  計 16,518,000 17,285,000 18,105,000 18,983,000 

1）保健省交付金（83%） 13,710,000 14,347,000 15,027,000 15,756,000 
2）運営収入からの補充（17％） 2,808,000 2,938,000 3,078,000 3,227,000 

 

 

2011年度からは移転後の施設規模の拡大および活動の活性化によりA.人件費約9,100,000s/

年、C.光熱費、外注費他に約 2,690,000s/年、E.機材費に約 341,000s/年の増額が見込まれる。

それらと毎年の傾向を加味した 2011 年から 2016 年の 6 年間の INR の運営支出は、以下のと

おりに想定される。 

表－21：INR の 2011～2016 年度予算想定 （単位：ｿｰﾚｽ） 
費  目 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

A. 人件費 21,938,000 23,561,000 25,305,000 27,178,000 29,189,000 31,349,000 
B. 社会保障、他 1,189,000 1,200,000 1,211,000 1,223,000 1,234,000 1,246,000 
C. 光熱費、外注費、他 8,109,000 8,174,000 8,239,000 8,305,000 8,371,000 8,438,000 
D. 雑費 74,000 74,000 74,000 74,000 74,000 74,000 
E. 機材費 743,000 743,000 743,000 743,000 743,000 743,000 

合  計 32,053,000 33,752,000 35,572,000 37,523,000 39,611,000 41,850,000 

1)保健省交付金 (83%) 26,604,000 28,014,000 29,525,000 31,144,000 32,877,000 34,736,000 

2)運営収入からの補充
(17%) 

5,449,000 5,738,000 6,047,000 6,379,000 6,734,000 7,115,000 

出典：質疑回答書を基に作成 

 

 

一方、過去 5 年間（2002～2006 年）の国家予算、保健省予算、INR 予算の推移を以下の表

に示す。 

表－22：過去 5 年間の国家予算、保健省予算、INR 予算の推移 （単位：ｿｰﾚｽ） 
 2002 2003 2004 2005 2006 平均％ 
A.国家予算 35,771,987,911 44,516,006,305 44,115,387,252 49,117,162,238 50,862,269,961  
国家予算の伸率 100 124 99 111 104 109.5 
B.保健省予算 1,977,691,877 2,099,632,887 2,109,915,487 2,242,619,425 2,473,890,878  

％（B/A） 5.5 4.7 4.8 4.6 4.9 4.9 
C. INR 予算 13,559,507 15,130,810 16,152,945 16,280,662 15,531,884  

％（C/B） 0.69 0.72 0.77 0.73 0.63 0.71 

出典：質疑回答書を基に作成 

 

上表から国家予算の上昇傾向は年平均約 9.5%増であり、保健省予算も国家予算に対して平
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均 4.9%と読み取れる。同傾向が継続するものと仮定した場合の 2011～2016 年度の国家、保

健省および INR の推定予算は、以下のとおりである。 

表－23：2011～2016 年度の国家予算、保健省予算の推定 （単位：ｿｰﾚｽ） 
 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

A.国家予算 80,435,637,719 88,157,458,940 96,620,574,998 105,896,150,198 116,062,180,617 127,204,149,956 

B.保健省予算 3,142,374,777 3,296,351,141 3,457,872,347 3,627,308,092 3,805,046,189 3,991,493,452 

C. INR 予算 32,053,000 33,752,000 35,572,000 37,523,000 39,611,000 41,850,000 

％（C/B） 1.02 1.02 1.03 1.03 1.04 1.05 

 

 

本計画完了後には、既存 INR に比べ施設規模が約 2.4 倍に拡充し、受け入れ患者数および

診療数も大幅に増加することから、2011 年度以降保健省予算に占める INR 予算の割合は現状

よりも増加するが、INR 予算は保健省予算の 1.03％に過ぎず、保健省にとって過度な負担と

はなりえない。 

一方、INR の 2002～2007 年の運営収入の実績は下表の通りである。 

表－24：INR の 2002～2007 年度運営収入実績 （単位：ｿｰﾚｽ） 

費目 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

A.診療報酬 569,906 547,506 502,377 500,558 475,008 401,398 
B.検査収入（X 線、ﾗﾎﾞ） 308,308 319,239 278,915 288,080 251,006 174,036 
C.入院報酬 178,053 222,210 183,473 160,893 224,518 234,226 
D.義肢装具販売額 282,951 277,517 212,995 261,525 273,030 199,147 
E.薬局 107,983 184,452 204,281 221,549 197,514 160,465 
F.その他 977,115 1,078,909 1,116,312 1,142,534 1,197,761 2,552,688 

合  計 2,424,315 2,629,833 2,498,353 2,575,138 2,618,837 3,721,959 
INR 年度執行予算に対する
運営収入からの補充実績 

2,380,317 2,114,794 3,040,522 3,167,005 2,343,709 未確定 

出典：質疑回答書を基に作成 

 

本プロジェクトの完成により、新規に CT 撮影機や治療用プールが導入されること、病床

が 3 倍強に増床されることなど、運営が拡充した後の 2011～2016 年の INR の運営収入は、

以下のように推計される。 

表－25：INR の 2011～2016 年度運営収入推定 （単位：ｿｰﾚｽ） 

費目 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

A.診療報酬 652,000 717,000 789,000 868,000 955,000 1,051,000 
B.検査収入（X 線、ﾗﾎﾞ） 925,000 1,018,000 1,120,000 1,232,000 1,355,000 1,491,000 
C.入院報酬 762,000 838,000 922,000 1,014,000 1,115,000 1,227,000 
D.義肢装具販売額 389,000 428,000 471,000 518,000 570,000 627,000 
E.薬局 261,000 287,000 316,000 348,000 383,000 421,000 
F.その他 2,763,000 3,039,000 3,343,000 3,677,000 4,045,000 4,450,000 

合  計 5,752,000 6,327,000 6,961,000 7,657,000 8,423,000 9,267,000 
INR 予算に対する運営収入
からの補充推定(17%) 

5,449,000 5,738,000 6,047,000 6,379,000 6,734,000 7,115,000 

運営収入の余剰金 
(合計－補充) 

303,000 589,000 914,000 1,278,000 1,689,000 2,152,000 

出典：質疑回答書を基に作成 
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機材はいずれ老朽化により使用できなくなるため、原則として、毎年機材更新費用を予算

化すべきである。機材の耐久年数は、各機材により大きく異なるが、INR における既存機材

の現状から類推して、ベッドなどの簡易な物を除き、8 年程度は十分に機能すると思われる。

このことから、機材更新費用は該当機材総額の 1/8 程度が妥当と思われ、概算で約 25,000,000

円･年（約 657,000 ｿｰﾚｽ）が見込まれる。 

2011 年度以降の INR の予算も現状と変わらず、保健省の交付金 83％と INR の運営収入か

らの補充 17％で構成された場合には、毎年運営収入の余剰金があることが予想され、それら

を積み立てることで機材の更新費用に充てることも可能であると思料する。 
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３－５ プロジェクトの概算事業費 

３－５－1 協力対象事業の概算事業費 

日本の無償資金協力により、協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費について、日本

とペルー国との負担区分に基づく事業費の内訳は、下記（3）に示す積算条件によれば、次のと

おりと見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

（１） 日本側負担経費 

 概算総事業費 約 2,041.7 百万円 

（建築延床面積：10,729.42m2） 

費   目 概算事業費（百万円） 

外来診療棟 1,300.5   

ラボ･中央材料棟 66.8  

病棟 A 142.0 
1,645.5 

1,876.8 
施設 

一般サービス棟 A 136.2   

機   材  231.3  

実施設計･施工監理・技術指導   164.9 

 

 

（２） ペルー国側負担経費 

種類 
内容 概算金額（千ｿｰﾚｽ） 

1) 用地の確保 0 

2) 国内税の免税措置 6,150 

3) 建設許可の取得 0 

4) 銀行手数料 101 

5) インフラ（電力、上･下水道、電話など）の接続手続き 0 

手
続
き
事
項 

6) 本プロジェクトの業務遂行のためにペルー国に入国し滞在す
る日本人に対する入国および滞在に必要な便宜の供与 

0 

1) 建設予定地の整地工事 2,340 

2) ペルー側負担施設の設計監理業務 536 

3) ペルー側負担建物の建設費 13,950 

4) インフラ（電力、上・下水道、電話など）の接続工事 50 

5) 植栽工事 14 

6) 日本側協力対象範囲外の外構工事 322 

7) 外周フェンス設置工事 800 

8) 日本側協力対象施設の必要機材・家具・什器の調達 19,465 

負
担
事
項 

9) 既存機材･家具の移設工事 50 

合  計 43,778 

（約 1,636.4 百万円） 
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（３） 積算条件 

① 積算時点 ： 平成 20 年 8 月 

② 為替交換レート ： 1US$ = 105.81 円 

  1US$ = 2.83s/. 

  1s/. = 37.38 円 

③ 施工･調達期間 ： 16 ヶ月 

④ その他 ： 本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力制度に従い実施される。 
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３－６ 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

（１） 国内税の免税措置 

ペルー国では、国内税として付加価値税（IGV）および自治体促進税（IPM）があり、還

付方式で免税措置される。還付手続きは法的に規定され、指針 003-2006-APCI-DE により行

われるが、申請から還付まで 6 ヶ月以上の期間が必要となる。 

ペルー国保健省は、過去の無償資金協力案件において、保健省が還付金額をあらかじめ確

保し、日本の建設業者および機材調達業者からの還付請求に対して、約 2 ヶ月で還付に応じ

た。 

本案件に関しても、保健省が還付金額を確保し、国内税の還付を着実に短期間で実施する

ことが必要である。 

 

（２） 建設予定地の整地工事 

建設予定地は、国防省が操車場、車両ワークショップとして使用していた約 37,000m2 の敷

地である。高低差は最大で約 3.0m であるが、既存建屋や地下構造物がある。INR はすでに整

地工事の予算は確保しているとの事であるが、配置計画図に指示されている地盤レベルに合

わせて造成工事を日本側工事の開始（予定では2009年9月頃）前に完了しておく必要がある。 

 

（３） ペルー国側負担施設の設計および施工 

INR は本プロジェクトに関して、ペルー国の SNIP 制度に則して既に F/S の承認を 9 月 9

日付で保健省の審査機関である OPI から取得した。この承認により、本プロジェクトは国家

プロジェクトとして認知されており、ペルー側負担施設の設計･監理予算は確保されている。

F/S での施設設計は、日本側協力対象施設の設計同様、基本設計レベルである。F/S は、日本

側作成の日本側協力対象施設の基本設計概要書を基にして作成され、配置計画はほぼ日本側

のコンセプトを忠実に反映している。しかし、インフラ整備（電気設備、上下水道設備、電

話設備等）は日本側の設計内容と整合していない部分があるため、実施設計段階では、日本

側コンサルタントは保健省施設整備局および INR を交え、ペルー側コンサルタントとインフ

ラ整備に関する十分な協議･調整が必要である。 

またペルー国側は、ペルー側負担施設の建設を日本側協力対象施設の建設と同時に進行さ

せ、竣工時期（2011 年 1 月頃を予定）を合わせる予定である。配置計画は、両国の施工区画

を明確に区分することを一つのクライテリアとしているが、同一敷地内での施工となるため、

工程管理および安全管理には十分に配慮する必要がある。 

 

（４） 資材置場、作業場所の確保 

建設予定地は約 37,000m2 と広大であるが、低層建物（平屋部分が多い）が 10 棟建設され

るため、敷地内にまとまったスペースとしての資材置場、作業場所（鉄筋加工場所、型枠製

作場等）を確保することが難しい。 

幸い本敷地北側は、チョリージョス区に国防省から移管され、将来バスターミナル建設予

定地として現状は更地状態である。保健省は今後、同北側の隣接敷地の一部を建設期間中、

資材置場および作業場として確保するようにチョリージョス区役所と協議し、確保する必要

がある。 



 

 

 
 
 
 
 

第４章  プロジェクトの妥当性の検証 
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第４章  プロジェクトの妥当性の検証 

４－１ プロジェクトの効果 

本プロジェクトの実施による効果は、下表のように整理することができる。 

表－26：プロジェクト実施による効果 

現状と問題点 協力対象事業での対策 直接効果･改善程度 間接効果･改善程度 

リハビリテーション診
療に関するトップレ
ファラル機関である
INR の施設･機材の不
備、不足、老朽化によ
り、質的･量的に十分な
リハビリテーション診
療サービスが提供でき
ない。 

・外来診療部門の移転
新築と機材の整備 

・診療支援部門の移転
新築と機材の整備 

・病棟（38 床）の移転
新築と機材の整備 

①外来診療部門におけ
る診察数、治療数が
増加する。 

②診療支援部門におけ
る検査数、治療数が
増加する。 

③入院患者受け入れ能
力が増加する。 

・リハビリテーショ
ン分野の研究･研
修が質量共に充実
する。 

・下位の医療施設か
らのレファラル患
者の受け入れ態勢
が改善する。 

 

 

（１） 直接効果 

本プロジェクト実施により、以下の直接的効果が期待できる。 

1）既存施設は元来総合病院として建設された建物であることから、精神/運動の両機能障害

診察室･治療室がばらばらに配置されており、非効率的な診察･治療、患者動線を余儀なく

されているが、本計画により各診察･治療室が纏めて配置されて、効率的な診療が可能な施

設となる。このことから、2006 年度時点に比べ INR の診療サービスである診察数、治療数

は移転新築 2 年後の 2012 年度には外来診療部門および診療支援部門における診察数・治療

数が大幅に増加する。 

2）移転新築後に新たに導入される水治療用プールを活用することで、運動および精神機能障

害者に対する治療をより効果的に実施することができる。 

3）既存病棟は 32 床であるが、日本側 38 床、ペルー側 76 床の合計 114 床の規模の病棟を建

設することで、現在は容量面から受け入れられない入院を要する患者への対応が可能とな

る。 

4）診断･治療機材の不足・老朽化により適切な診断･治療を提供できない現状が、必要機材の

更新･補強により改善される。 

 

（２） 間接効果 

本プロジェクト実施により、以下の間接的効果が期待できる。 

1）INR はペルー国のトップレファラル・リハビリテーションセンターとして全国のリハビリ

テーションセンターを指導していると共に、リハビリテーション診療の研究・研修も合わ

せて行っている。施設･機材の拡充により、INR が実施するリハビリテーション分野の研究･
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研修が質量共に充実する｡ 

2）患者受け入れ量の拡大および CT や水治療プールの導入に伴う医療の質の向上を通じ、下

位の医療施設からのレファラル患者の受け入れ態勢が改善する。 

 

（３） 成果指標の策定 

INR では統計資料課が活動の実績を把握し、毎年保健省に報告している。日本側協力対象事

業の外来診療棟およびラボ･中央材料棟の移転新築により、外来診療部門および診療支援部門

における以下の診察数、治療数および検査数については各科ごとに年間の実績数を成果指標と

することが妥当であり、その実績は毎年度の統計･資料課の保健省への報告により把握できる。

また、その評価時期は本プロジェクトの完成 2 年後の 2012 年度が適切である。 

 
成果指標 現状（2006 年度） プロジェクト後（2012 年度） 

精神機能障害リハ部   

診察サービス   

学習障害リハ科診察数 4,249  

コミュニケーション障害リハ科診察数 4,988  

精神運動障害リハ科診察数 3,708  

知的社会適応障害リハ科診察数 2,001  

治療サービス   

学習障害リハ科治療数 20,907  

コミュニケーション障害リハ科治療数 41,134  

精神運動障害リハ科治療数 19,607  

知的社会適応障害リハ科治療数 25,864  

運動機能障害リハ部   

診察サービス   

姿勢障害/切断･熱傷リハ科診察数 988 増加する 

運動器官と疼痛障害リハ科診察数 6,178  

脊髄損傷障害リハ科診察数 867  

中枢神経障害リハ科診察数 3,078  

治療サービス   

身体機能障害治療数 77,175  

作業療法治療数 20,488  

診断･治療支援部   

栄養指導回数 1,302  

ソーシャルサービス回数 18,756  

精神療法サービス回数 17,209  

歯科治療回数 1,572  

画像診断数 7,259  

視聴覚検査数 723  

電気診断数（筋電図） 767  

臨床検査数（検体数） 16,748  

レーザー治療回数 6,692  

義肢･装具製作数 607  
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４－２ 課題･提言 

４－２－１ 相手国側の取り組むべき課題･提言 

本プロジェクトの実施による施設･機材を最大限に活用し、その効果を発現･持続するためにペ

ルー国側が取り組むべき課題を以下に提言する。 

（１） 運営予算の確保 

INR は診療報酬などの運営収入があり、施設･機材の充実でプロジェクト完成後は同運営収

入の増額が予想される。 

しかし、プロジェクト完成に合わせて現在（2007 年度）は 457 名のスタッフが、2011 年度

までには 350 名が増員され総計 700 名以上のスタッフ数となり、人件費の大幅な増加となる。

INR の予算がプロジェクト完成後に大幅に増加することは、F/S においても明記されており、

保健省は同 F/S を承認している。プロジェクト完成後も現状と同様、INR の運営予算の 83％程

度は保健省よりの配布予算で賄われることが望まれる。 

 

（２） INR スタッフのレベル向上 

現在 INR では、医師を中心に内部研修が行われている。プロジェクトの完成後には 350 名

の増員が計画されているが、プロジェクト完成が 2011 年初めとすれば、完成まで 2 年数ヶ月

の期間がある。この期間を有効に使い、現在のスタッフは勿論のこと増員予定のスタッフに対

して研修を行って診療レベルの向上に努め、移転新築後の INR の運営を支障なく行えるよう

に準備することが望ましい。 

 

（３） 機材維持管理体制の確立 

現在、INR では保有機材に機材番号を貼付し、機材リストを整備している。また軽微な故障

は一般サービス課の技師または技能工が修理している。しかし、機材を一元的に管理する体制

は整っていない。プロジェクト完成後は機材を一元的に管理する体制の強化が望まれる。 

 

（４） リハビリテーション診療に関するレファラルシステムの推進 

移転新築後の新 INR は、リマ首都圏の重度障害者をカバーすることは可能であるが、地方

の患者をカバーすることは地理的に困難である。既に INR はリハビリテーション診療のレファ

ラルシステムを構築しているが、保健省は同システムを地方の 2 次医療機関やヘルスセンター

に推進することが必要である。更に、コミュニティーレベルでのリハビリテーション診療を普

及させるべく、コミュニティー･ベース･リハビリテーションセンターの設立を推進することが

望まれる。 

 

 

４－２－２ 技術協力との連携 

第 2 次基本設計現地調査のミニッツ署名後に、INR 院長から基本設計調査団の技術参与が所属

する国立身体障害者リハビリテーションセンターに対し、非公式に技術協力の要請があった。 

無償資金協力と技術協力では、そのスキームが違うことを調査団から INR 側に説明した。技術

協力に関する要請は JICA ペルー事務所が窓口であることを説明し、ペルー国側は了解した。ペ
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ルー国において、障害を持つ人々に対する医療・福祉サービスの提供体制が INR の移転整備を契

機として進展させるために、日本が蓄積してきた政策や実績を技術協力のスキームを利用して技

術移転することは大変意義の高いことであると思われる。 

INR が希望している技術協力の内容は、概ね以下のとおりである。 

・ ペルー国の障害者に対する医療・福祉サービス提供体制整備に関する政策立案アドバイス

（専門家の派遣） 

・ INR が実施または計画しているリハビリ医療に関する技術協力（専門家の派遣、研修員の

受け入れなど） 

・ リハビリ治療後の自立生活支援及び就労支援に関する技術協力 

 
 
４－３ プロジェクトの妥当性 

本プロジェクトは、以下に述べる（1）～（5）の検討結果から、我が国の無償資金協力の対象

案件として妥当であると判断される。 

（１） 裨益対象 

ペルー国において何らかの身体または精神的障害を抱え、専門的な処置が必要とされる障害

者は 2007 年度で約 370 万人に上るものと推計されている。INR がペルー国におけるリハビリ

テーション診療のトップレファラル機関であることから、本プロジェクトの裨益対象は上記約

370 万人の多数のペルー国民である。 

 

（２） ペルー国独自での運営可能性 

本プロジェクト完成後の施設･機材は、ペルー国保健省からの配布予算と INR の運営収入で

十分運営可能である。活動内容は既存 INR で既に行われている診療活動を発展させるもので

あり、ペルー国内の人材･技術で運営･維持管理が可能である。 

 

（３） 上位計画との関連性 

ペルー国政府は 2006 年 12 月に「ペルー国障害者の 10 年 2007～2016」を策定し、障害者の

機会均等を目標としている。本プロジェクトは上記国家計画に対してリハビリテーション診療

分野の充実に貢献することができ、上位計画と整合している。 

 

（４） プロジェクトの収益性 

INR は診療報酬を患者から徴収しているが、この運営収入は保健省からの配布予算を補填す

るために使用されている。本プロジェクト完成後には同運営収入も増額することが期待される

が、同収入は将来の機材更新費用として活用される予定である。 

 

（５） 環境面の影響 

新サイトはリマ市チョリージョス区にある国防省の操車場および車両ワークショップとし

て使用されていた跡地であり、本プロジェクトの実施により環境面で負の影響を与える要因は
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ない。 

 
 
４－４ 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると当時に、ペルー国の民生の安定に

寄与するものであることから、我が国の無償資金協力で実施することの妥当性が確認される。さ

らに、本プロジェクトの運営･維持管理についても、ペルー国側体制は人員･資金ともに十分であ

り、問題はないと考えられる。なお、本章 4－2 課題･提言で述べた点が改善･整備されれば、本

プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうる。 
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資料 1 調査団員・氏名 

 

1-1 第 1 次基本設計現地調査（2007 年 6 月 18 日から 6 月 29 日） 

 

氏名 担当 所属 

原田 秀明 総    括 JICA 無償資金協力部業務第二グループ長 

岩谷  力 技術参与 国立身体障害者リハビリテーションセンター総長 

近藤  整 

 

計画管理 JICA 無償資金協力部業務第二グループ保健医療

チーム 

井出 経一 業務主任／建築計画 株式会社 横河建築設計事務所 

田代 正一 建築設計 株式会社 横河建築設計事務所 

山川 清利 通訳（西語） 株式会社 横河建築設計事務所 

佐野 広高 建築設計･施工計画/積算 

補佐（自主補強要員） 

株式会社  横河建築設計事務所 

 

 
1-2 第 2 次基本設計現地調査（2007 年 9 月 2 日から 9 月 28 日） 

 

氏名 担当 所属 

吉新 主門 総    括 JICA 無償資金協力部業務第二グループ長 
岩谷  力 技術参与 国立身体障害者リハビリテーションセンター総長 

近藤  整 

 

計画管理 JICA 無償資金協力部業務第二グループ保健医療

チーム 

井出 経一 業務主任／建築計画 株式会社 横河建築設計事務所 

田代 正一 建築設計 株式会社 横河建築設計事務所 

吉本  隆 設備計画 株式会社 横河建築設計事務所 

三澤 喜選 施工計画／積算／自然条

件調査 
株式会社 横河建築設計事務所 

土井 保道 機材計画 インテムコンサルティング株式会社 

岡本 明広 調達計画／積算 インテムコンサルティング株式会社 

山川 清利 通訳（西語） 株式会社 横河建築設計事務所 

佐野 広高 建築設計･施工計画/積算 

補佐（自主補強要員） 

株式会社  横河建築設計事務所 
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1-3 基本設計概要説明調査（2008 年 2 月 20 日から 3 月 1 日） 

 

氏名 担当 所属 

谷口  誠 総    括 JICA ペルー事務所長 
近藤  整 

 

計画管理 JICA 無償資金協力部業務第二グループ保健医療

チーム 

井出 経一 業務主任／建築計画 株式会社 横河建築設計事務所 

土井 保道 機材計画 インテムコンサルティング株式会社 

山川 清利 通訳（西語） 株式会社 横河建築設計事務所 

佐野 広高 建築設計･施工計画/積算 

補佐（自主補強要員） 

株式会社  横河建築設計事務所 

 

 

 
1-4 第 3 次基本設計現地調査（2008 年 8 月 3 日から 8 月 9 日） 

 

氏名 担当 所属 

小林 秀弥 総    括 JICA 資金協力支援部準備室実施監理第二課主査 

井出 経一 業務主任／建築計画 株式会社 横河建築設計事務所 

三澤 喜選 施工計画／積算／自然条

件調査 
株式会社 横河建築設計事務所 

山川 清利 通訳（西語） 株式会社 横河建築設計事務所 

佐野 広高 建築設計･施工計画/積算 
補佐（自主補強要員） 

株式会社  横河建築設計事務所 
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資料 2 調査行程 

2-1 第 1 次基本設計現地調査（2007 年 6 月 18 日から 6 月 29 日） 
官 団 員  コン サ ル タン ト 

総 括  技 術 参 与  計 画 管 理  
業 務 主 任 / 
建 築 計 画  

建 築 設 計  
建 築 設 計 ・施 工  
計 画 ／ 積 算 補 佐  

通 訳  日 数  日 付  
曜
日  

原 田 秀 明  岩 谷  力  近 藤  整  井 出 経 一  田 代 正 一  佐 野 広 高  山 川 清 利  

1 6/18 月  成 田  → ヒュー ス トン  → リマ   

2 6/19 火  
JICA 事 務 所 、INR で 調 査 日 程 ・ 

イ ン セ プ シ ョン ・レ ポ ー ト等 打 ち 合 わ せ  
新 築 サ イ ト視 察  

3 6/20 水  
INR との 協 議 ／ ロ ー カ ル コン サ ル タ ン トとの 打 ち 合 わ せ （INR

の 現 状 施 設 活 動 状 況 確 認 、質 疑 回 答 の 確 認 ） 

4 6/21 木  
INR との 協 議  

（INR 移 転 全 体 計 画 確 認 ・両 者 負 担 範 囲 検 討 ） 

5 

 

6/22 金  

 

INR との 協 議  
（INR 移 転 全 体 計 画 確 認 ・両 者 負 担 範 囲 検 討 ） 

6 1 6/23 土  成 田  → ロ サ ン ゼ ル ス  →  リマ  
AM： INR との 協 議  
PM： 資 料 整 理  

7 2 6/24 日  団 内 協 議 ・全 体 計 画 ・日 本 側 負 担 事 項 方 向 性 確 認 ／ 新 築 サ イ ト視 察  

8 3 6/25 月  
日 本 大 使 館 表 敬 、JICA 事 務 所 、保 健 省 ・国 際 協 力 庁 表 敬 、 

INR 表 敬 ・協 議 （INR 移 転 全 体 体 計 画 確 認 ・両 者 負 担 範 囲 検 討 ） 

9 4 6/26 火  INR との 協 議 （INR 移 転 全 体 体 計 画 確 認 ・両 者 負 担 範 囲 検 討 ・ミニ ッツ 内 容 ） 

10 5 6/27 水  
INR との 協 議 （INR 移 転 全 体 体 計 画 確 認 ・両 者 負 担 範 囲 検 討 ・ミニ ッツ 内 容 ） 

ミニ ッツ 署 名 （保 健 省 に て ） 
AM： 日 本 大 使 館 ・JICA 事 務 所 報 告  INR との 協 議 （質 疑 回 答 書 ） 
PM： NGO（ひ ま わ りの 会 ）に よ る CBR 視 察  11 6 6/28 木  

 リマ 発  →  

12 7 6/29 金  リマ 発  リマ  →  ロ サ ン ゼ ル ス  →  ヒュー ス トン  →  

13 8 6/30 土  
他 調 査 で ﾆ
ｶﾗｸﾞｱへ  

ロ ス 発  →   ロ ス 発  →  →  成 田 着  

14 9 7/1 日   →  成 田 着  →  成 田 着   
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2-2 第 2 次基本設計現地調査（2007 年 9 月 2 日から 9 月 28 日） 

総     括 技 術 参 与 計 画 管 理
業 務 主 任 /
建 築 計 画 建 築 設 計 設 備 計 画

施 工 計 画 /積 算 /
自 然 条 件 調 査 機 材 計 画

調 達 計 画 /
積 算 通 訳

自 主 補 強
（建 築 設 計 ・施
工 計 画 /積 算

補 佐 )

吉 新 　主 門 岩 谷  力 近 藤  整 井 出  経 一 田 代  正 一 吉 本  隆 三 澤  喜 選 土 井  保 道 岡 本  明 広 山 川  清 利 佐 野  広 高

A B C D E F G H

11 11 11 28 25 21 25 28 21 28 28

1 9/2 日

2 3 月

3 4 火

4 5 水 Aに 同 行 INR現 状 機 材
調 査 Ａに 同 行 Ｄに 同 行

5 6 木 Aに 同 行
INR現 状 機 材

調 査 Ａに 同 行 Ａに 同 行

6 7 金 Aに 同 行 INR現 状 機 材
調 査 Ａに 同 行 Ｄに 同 行

7 8 土

8 1 9 日

9 2 10 月 Ａに 同 行
機 材 調 達
事 情 調 査 Ａに 同 行 Ｂに 同 行

10 3 11 火

関 係 機 関 訪 問 ：法
的 関 連 調 査 ・確 認
（市 役 所 都 市 計
画 ・市 消 防 署 ）

Ａに 同 行 Ｂに 同 行 Ａに 同 行 Ａに 同 行 Ａに 同 行 Ｂに 同 行

11 4 12 水 Ａに 同 行 機 材 調 達
事 情 調 査 Ａに 同 行 Ｄに 同 行

12 5 13 木 Ａに 同 行
機 材 調 達 事

情 ・現 地 代 理
店 調 査

Ａに 同 行 Ｂに 同 行

13 6 14 金 Ａに 同 行
機 材 調 達 事

情 ・現 地 代 理
店 調 査

Ａに 同 行 Ｂに 同 行

類 似 施 設 視 察

リマ 発 →

15 8 16 日 → ボ リビ ア

16 9 17 月 Ａに 同 行
機 材 調 達 事

情 ・現 地 代 理
店 調 査

Ａに 同 行 Ｄに 同 行

17 10 18 火 Ａに 同 行
機 材 調 達 事

情 ・現 地 代 理
店 調 査

Ａに 同 行 Ｄに 同 行

18 11 19 水 Ａに 同 行
現 地 代 理 店

調 査 Ａに 同 行 Ｄに 同 行

19 20 木 現 地 再 委 託 調 査 状 況
確 認 ・協 議 Ａに 同 行 現 地 代 理 店

調 査 Ａに 同 行 Ｄに 同 行

20 21 金 リマ 発 → ロ サ ン
ゼ ル ス 経 由 →

現 地 コン サ ル タン ト・
ゼ ネ コン 訪 問 ・調 査

医 療 機 材
関 連 調 査

リマ 発 → ロ サ
ン ゼ ル ス 経 由

→
Ａに 同 行 Ｄに 同 行

21 22 土 → 　成 田 着 建 設 事 情 関 連 調 査 医 療 機 材
関 連 調 査 → 　成 田 着 Ａに 同 行 Ｄに 同 行

22 23 日

23 24 月 建 設 事 情 関 連 調 査 Aに 同 行 Ａに 同 行 Dに 同 行

24 25 火 保 健 省 ・INRと協 議
リマ 発 → ロ サ ン ゼ

ル ス 経 由 →

リマ 発 　→
ロ サ ン ゼ ル ス 経 由

→
Ａに 同 行 Aに 同 行

建 設 事 情
関 連 調 査

25 26 水
国 立 が ん セ ン ター 視 察

保 健 省 ・INRと協 議
（テ クニ カ ル ノー ト）

→ 　成 田 着 → 　成 田 着 Ａに 同 行

26 27 木
保 健 省 ・INRと最 終 協 議

（テ クニ カ ル ノー ト署 名 ）、
ＪICA報 告

Ａに 同 行

27 28 金 リマ 発 　→
ロ サ ン ゼ ル ス 経 由 　→

リマ 発 → ロ サ
ン ゼ ル ス 経 由

→

28 29 土 → 　成 田 着 → 　成 田 着

調 査 日 数

保 健 省 ・INRと協 議 （計 画 内 容 ）

保 健 省 ・INRと協 議 （質 問 票 ）

ｲﾝﾌﾗ・設 備 関 連 機 関 訪 問 ・調 査 ・確 認
（電 力 会 社 、上 下 水 道 公 社 、電 話 会

社 ）

既 存 INR視 察 、　計 画 予 定 地 視 察

保 健 省 ・INRと協 議 （計 画 内 容 ） 現 地 再 委 託 調 査 発 注 準 備

成 田 発 　→ 　ロ サ ン ゼ ル ス 経 由 　→ 　リマ 着

日 本 大 使 館 表 敬 、　ＪＩＣ Ａ事 務 所 打 合 せ 、
保 健 省 表 敬 、APCI表 敬 、INR表 敬

ＪＩＣ Ａ事 務 所 打 合 せ 、INR表 敬 ・協 議 （イ ン テ リム ・レ ポ ー ト）

保 健 省 ・INRと協 議 （計 画 内 容 ）

建 設 事 情 調 査 （市 内 の 建 設 現 場 訪 問 ・
調 査 ・確 認 ）

Ａに 同 行

団 内 打 合 せ /資 料 整 理

Aに 同 行

→ 　成 田 着

保 健 省 ・INRと協 議
（計 画 内 容 ）

保 健 省 ・INRと協 議
（計 画 内 容 ）

保 健 省 ・INRと協 議

団 内 打 合 せ /資 料 整 理 団 内 打 合 せ /資 料 整 理

官 団 員 コン サ ル タン ト団 員

日
順

月
日

曜
日

リマ 発 　→
ロ サ ン ゼ ル ス 経 由 　→

現 地 再 委 託 調 査 発 注 、指 示
計 画 予 定 地 イン フラ関 連 再 調 査

現 地 コン サ ル タン ト訪 問 ・調 査 ・確 認 、
現 地 ゼ ネ コン 訪 問 ・調 査 ・確 認

保 健 省 ・INRと協 議 （イ ン テ リム ・レ ポ ー ト、計 画 内 容 ）

関 係 機 関 訪 問 ：法 的 関 連 調 査 ・確 認
（保 健 省 営 繕 部 、市 役 所 建 築 指 導 課 ）

建 設 資 材 販 売 店 訪 問 ・調 査

現 地 コン サ ル タン ト訪 問 ・調 査 ・確 認 、
現 地 ゼ ネ コン 訪 問 ・調 査 ・確 認

ｲﾝﾌﾗ・設 備 関 連 機 関 訪 問 ・調 査 ・確 認
（電 力 会 社 、上 下 水 道 公 社 、電 話 会 社 ）軍 病 院 視 察 、保 健 省 ・INRとミニ ッツ 協 議

団 内 打 合 せ /資 料 整 理

類 似 施 設 　：　日 秘 友 好 病 院 、 保 健 省 総 合 病 院 （３次 病 院 ） 訪 問 ・調 査

→ 　成 田 着

成 田 発 　→ 　ヒュ ー ス トン経 由 　→ 　リマ 着

類 似 施 設 視 察 　：　コミュ ニ テ ィ・ベ ー ス ・リハ ビ リセ ン ター （第 二 次 病 院 内 ）、 野 口 英 世 記 念 病 院 、社 会 保 険 病 院 　訪 問 ・調 査

団 内 打 合 せ /資 料 整 理

現 地 コン サ ル タン ト・ゼ ネ コン 訪 問 ・調
査

保 健 省 ・INRと協 議 （計 画 内 容 ）

ミニ ッツ 署 名   日 本 大 使 館 報 告

保 健 省 ・INRと協 議 （計 画 内 容 ）

保 健 省 ・INRと協 議 （計 画 内 容 ）

保 健 省 ・INRと協 議 （イ ン テ リム ・レ ポ ー ト、計 画 内 容 ）
保 健 省 に て 協 議 （障 害 者 政 策 等 ）

リマ 発 → ヒュ ー ス トン経 由
→土15714
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2-3 基本設計概要説明調査（2008 年 2 月 20 日から 3 月 1 日） 

総 括 計 画 管 理 業 務 主 任 /
建 築 計 画 機 材 計 画 通 訳 建 築 設 計 /積 算 /

自 主 補 強

谷 口  誠 近 藤  整 井 出  経 一 土 井  保 道 山 川  清 利 佐 野  広 高
4 7 12 12 12 6

1 2/20 水

2 21 木

3 22 金

4 23 土

5 24 日

AM :ﾁｮﾘｰｼﾞｮｽ
区 役 所 表 敬 訪

問

AM :ｻｲﾄに て 電 力 会
社 と 打 合 せ ､ﾁｮﾘｰ
ｼﾞｮｽ区 役 所 表 敬 訪

問

AM :ｻｲﾄに て 電
力 会 社 と 打 合

せ ､ﾁｮﾘｰｼﾞｮｽ区
役 所 表 敬 訪 問

7 26 火 リマ 発

8 27 水

9 28 木

10 29 金

11 3/1 土

12 2 日

資 料 整 理

保 健 省 ・ＩＮ Ｒと 協 議  （基 本 設 計 概 要 ）

ミニ ッツ 署 名 、　日 本 大 使 館  報 告

成 田 発 → ロ サ
ン ゼ ル ス 経 由

→ リ マ 着

保 健 省 ・ＩＮ Ｒ と 協 議  （基
本 設 計 概 要 ）

→  成 田 着

保 健 省 ･経 済 財 政 省 ・INRと 協 議 （SNIP制 度 に つ い て ）
保 健 省 ・ＩＮ Ｒと 協 議  （基 本 設 計 概 要 ､ミニ ッツ ）

リマ 水 道 公 社 （SEDAPAL）訪 問 調 査 （下 水 道 敷 設 計 画 を 確 認 ）

保 健 省 ・ＩＮ Ｒと 協 議  （基 本 設 計 概 要 、ミニ ッツ ）

ＪＩＣ Ａ事 務 所 打 合 せ （日 本 大 使 館 担 当 者 同 席 ）、INR・ＡＰＣ Ｉ・保 健 省 表 敬

リ マ 発  →  ロ サ ン ゼ ル ス 経 由  →

PM : 保 健 省 ・ＩＮ Ｒと 協 議  （基 本 設 計 概 要 ）

保 健 省 ・ＩＮ Ｒと 協 議  、 補 足 調 査

調 査 日 数

日
順

月
日

曜
日

官 団 員 コ ン サ ル タ ン ト団 員

成 田 発  →  ロ サ ン ゼ ル ス 経 由  →  リ マ 着

JICA事 務 所 打 ち 合 わ せ 、保 健 省 ・INR協 議

6 25 月

 

 

2-4 第 3 次基本設計現地調査（2008 年 8 月 3 日から 8 月 9 日） 

総 括 業 務 主 任 /
建 築 計 画 通 訳 施 工 計 画 /積 算 /

自 然 条 件 調 査

自 主 補 強
（建 築 設 計 ・施 工
計 画 /積 算 補 佐 )

小 林  秀 弥 井 出  経 一 山 川  清 利 三 澤  喜 選 佐 野  広 高
3 8 8 8 8

1 8/3 日 →  リマ 着

3 5 火 成 田 → ロ サ ン ゼ
ル ス → リマ

4 6 水

5 7 木

6 8 金 （以 降 、他 案 件 調
査 に 参 加 ）

7 9 土

8 10 日

月
日

曜
日

2 4 月

官 団 員

PM：  保 健 省 ・ＩＮＲ協 議

成 田  →  ロ サ ン ゼ ル ス  →

調 査 日 数

日
順

保 健 省 ・INRと協 議 （テ クニ カ
ル ノー ト作 成 ）、日 本 大 使 館 報

告 （JICA事 務 所 合 同 ）
建 設 物 価 調 査

保 健 省 ・ＩＮＲと協 議  （ミニ ッツ 協 議 ）
ミニ ッツ 署 名

保 健 省 ・ＩＮＲと 協 議

保 健 省 ・ＩＮＲと 協 議 建 設 物 価 調 査

建 設 物 価 調 査

リマ  →  ロ サ ン ゼ ル ス  →

→  成 田 着

 →  リマ 着
AM：   J ICA事 務 所 打 ち 合 わ せ 、日 本 大 使 館 表 敬

コン サ ル タン ト団 員

建 設 物 価 調 査

建 設 物 価 調 査
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資料 3 関係者リスト 

 

1．保健省（MINSA） 

・Dr. Carlos Vallejos Sologuren 大臣 

・Dr. Elías Melitón Arce Rodrígues 副大臣 

・Dr. Abel Salinas Rivas 保健省官房長 

・Arq. Hernán Roig Arosemena プロジェクト調整官 

・Dra. Ana Mendoza Arana OPI 局長 

・Dra. Nidia Guardia 人事局長 

・Sra. Midori Kishimoto Kanashiro 国際協力局長 

・Arq. Clotilde Espinoza Sanabria インフラ･機材･維持管理局長 

 

 

2．国際協力庁（APSI） 

・Sra. Jacquelin Mori 国際交渉課長 

・Sra. Mery Masuda 国際交渉課日本・米国担当 

 

 

3．国立障害者リハビリテーションセンター（INR） 

・Dr. Juan Daniel Guillén Cabrejos 院長 

・Dra. Adriana Rebaza Flores 病院顧問（病院創始者） 

・Dr. Rómulo Alcalá Ramírez INR 新規建設委員会委員長 

・Dra. Maria Mendez Campos 副院長（精神機能障害部門長） 

・Dr. Fernando Urcia Fernández INR 新規建設委員会副委員長（運動機能障害部門長） 

・Dr. Venjamin Monts Cervantes 診断支援部門長 

・Dr. Gelberth Revilla Stamp 戦略計画局部長 

・Ing. Luisa Vera Cárdenas INR 新規建設プロジェクト機材担当者 

・Dr. Asencio Quintana Gonzales 脊髄損傷障害リハビリ科長 

・Dra. Teresa Martinez Romero 脊髄損傷障害リハビリ科副科長 

・Lic. Carmen Julian Rivero 看護部長 

・Sra. Nora Saavedra Chumbe 一般サービス課長 

・Dra. Maria del Carmen Rodriguez 疾病対策課長 

・Dra. Hermelinda Maria Iriarte Vliz 義肢装具製作科長 

・Lic. TM Martin Nomura Ruiz 臨床検査科長 

・Dra. Nelly Roncal Valasco コミュニケーション障害リハビリ科長 

・Sr. Nestor Miguel Beravides INR 協賛団体代表 

 

 

4．チョリージョス区役所 

・Ing. Augusto Miyashiro Yamashiro 区長 
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5．サン・ルイス・ゴンサガ国立大学（F/S 作成コンサルタント） 

・Ing. Mario Francisco Bonifas Henandez 工学部学部長 

・Ing. Juan Yimer Zamudio F/S 作成調整官 

・Arq. Jorge Abregü Lara 建築担当官 

 

 

6．在ペルー日本大使館 

・目賀田 周一郎 特命全権大使 

・石田 仁宏 特命全権大使（前任） 

・荻原 孝裕 一等書記官 

・田阪 昭彦 一等書記官 

・中島 良幸 二等書記官 

 

 

7．JICA ペルー事務所 

・谷口 誠 所長 

・表 孝雄 所長（前任） 

・吉田 英之 次長 

・小澤 正司 次長（前任） 

・中村  史 所員 

・Sr. Rodolfo SOEDA 所員 

・Sra. Yolanda CAMPOS 所員 
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ペルー共和国 

国立障害者リハビリテーションセンター建設計画基本設計調査 

第一次現地調査協議議事録 

（抜粋） 

 

 

 ペルー共和国（以下、「ペルー国」と称す。）政府からの要請に応え、日本国政府は「国立障

害者リハビリテーションセンター建設計画」（以下、「プロジェクト」と称す。）に係る基本設計

調査の実施を決定し、その調査実施を独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」と称す。）に

委託した。 

 

JICA は、無償資金協力部業務第二グループ長 原田秀明を団長とする基本設計調査団（以下、

「調査団」と称す。）をペルー国へ派遣し、調査団は 2007 年 6 月 18 日から 6 月 29 日までペ

ルー国に滞在する予定である。 

 

調査団は、ペルー国政府関係者（以下、「ペルー側」と称す。）と協議を行うとともに、現地

調査を実施した。 

 

一連の協議と現地調査の結果、ペルー側・日本側双方は、付属書に記述された主要項目につ

き確認を行った。調査団は、帰国後日本側関係者に本確認事項を報告し、結果について合意が

得られた後に第二次現地調査団が派遣される予定である。 

 

2007 年 6 月 27 日、リマ 

 

 

 

 

 

                                                          

原田 秀明                 Arq. Hernán Roig Arosemena  

総括                       プロジェクト調整官 

基本設計調査団               国際協力室 

JICA                    保健省 

ペルー共和国 

 

                                                          

                       Dr. Juan Daniel Guillón Cabrejos 

院長 

               国立障害者リハビリテーションセンター 

                      ペルー共和国           
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付属書 

 

１． プロジェクトの目的 

本プロジェクトの目的は、国立障害者リハビリテーションセンターの全面移転計画の一

部となる運動リハビリテーション部門および関連部門の施設を建設し、関連医療機材を

整備することにより、当該センターの障害者リハビリテーションサービス提供体制が強

化され、ペルー国における障害者リハビリテーションへの診察・治療へのアクセスが向

上することである。 

２． プロジェクトの対象 

本プロジェクトの対象は、国立障害者リハビリテーションセンターである。 

なお、対象病院の新設予定地については、別添１に示すとおり。 

責任機関及び実施機関 

本プロジェクトの責任機関はペルー国保健省、実施機関は国立障害者リハビリテーショ

ンセンターである。 

３． ペルー国政府からの要請内容 

調査団との協議の結果、ペルー側は、国立障害者リハビリテーションセンターの全体移

転計画のうち、別添２に示す範囲の施設の建設を日本側に要請した。特に、ペルー側は、

運動機能リハビリテーション部門に加えて、精神機能リハビリテーション部門の一部に

ついても日本側が支援することを強く要請した。JICA は、要請の妥当性を検証し、日本

国政府に報告する。ただし、本プロジェクトが対象とする施設の規模・内容の詳細、お

よび機材の内容、数量の詳細については、今後実施予定の第二次現地調査で再度検討が

なされる予定である。また、機材に関する要請に関して、ペルー側は、2005 年 10 月に

行われた予備調査において要請された内容から追加・変更がある場合には 2007 年 7 月

31 日までに JICA ペルー事務所に対して書面で伝達することを約束した。 

４． 日本の無償資金協力スキーム 

（１）調査団は、別添３に記載された日本の無償資金協力スキームをペルー側に説明し、

ペルー側はそれを理解した。 

（２）ペルー側は、日本の無償資金協力が実施された場合には、本プロジェクトの円滑

な実施のために、別添４に記載された必要な措置を取ることを約束した。 

（３）ペルー側は、本ミニッツによる JICA との合意は、本プロジェクトそのものの実施

を日本側が約束するものではないことについて了解した。 

  

 ６． 調査スケジュール 

（１）JICA は、今回の現地調査結果および合意内容を日本政府に対して調査団帰国後に

説明する。 

（２）JICA は、施設建設の規模・内容、機材調達の内容および数量・仕様等を検討する

ため、2007 年 9 月上旬に第二次現地調査団を派遣する。調査団の派遣に際しては、第

一次現地調査の結果および合意事項、第二次現地調査の調査項目および作業工程を説明

するためのインテリム・レポートをスペイン語で作成し、第二次現地調査の冒頭でペル

ー側に説明する。 
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 ７．その他協議事項 

（１）建設予定地について 

双方は、国立障害者リハビリテーションセンターの移転予定地を、別添１に示されたサイ

トとすることで合意した。また、双方は別添５に示されているとおり同土地はペルー国有

地であり、使用権が保健省にあり、用地確保済みであることを確認した。ペルー側は、本

計画が実施に移される場合には建設予定地に存在する既存の建屋の撤去、地価埋設物の撤

去、および整地を日本側工事着工前までに完了することを約束した。 

 

（２）全体移転計画における両国の責任分担、施設配置計画について 

双方は、国立障害者リハビリテーションセンターの全体移転計画における各部門の配置計

画について、別添 6 に示された概念平面図を基に今後の検討を進めることについて合意し

た。 

 

（３）全体移転の工期について 

ペルー側は、日本側負担部分以外のペルー側負担で実施予定の国立障害者リハビリテーシ

ョンセンターの移転に関し、別添 7 に示した工程案に基づき、日本側負担による施設供用

時期と同時期の全体施設の移転・供用のための工程計画を検討し、これに必要な予算措置

等の所要の手続きを講じていくことについて合意した。また、日本側はこれらの所要の作

業を円滑に進めるため、基本設計調査で得られた各種の結果を基に適宜ペルー側と協力し

ていくことに合意した。 

 

（４）F/S のスケジュールについて 

SNIP（公共投資審査システム）の承認プロセスの一環としてペルー側が実施を予定する F/S

に関して、ペルー側は日本側が実施予定の基本設計調査における施設・機材の内容と整合

的な内容とするため、基本設計調査の実施時期を配慮しつつ行うことについて合意した。 

 

（５）人員・予算の配置について 

１）ペルー側は、本プロジェクトが実施される場合、本プロジェクトにより建設された施

設及び調達された機材の運営維持管理に必要な人員と予算を適切に用意することを約束し

た。 

２）ペルー側は、日本の無償資金協力スキームを理解した上で、特に、本プロジェクトの

実施に係る輸入税、付加価値税等ペルー国内において課される全ての税を免除することを

確認し、履行のために必要な措置を採ることを約束した。 

 

別添１：対象サイト位置図 

  ２：要請施設部門リスト 

３：無償資金協力スキーム 

  ４：両国政府の負担事項 

  ５：土地使用承認文書 

  ６：全体移転計画・平面図（案） 

  ７：実施工程（案） 
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別添 2 

 
要請施設部門リスト 

 

（1）外来診療部門 

 1）受付 

 2）運動機能リハビリテーション部門 

 3）精神機能リハビリテーション部門 

 

（2）診療支援部門 

 1）検査、薬局、歯科、X線 

 2）義肢装具製作所 

 3）中央滅菌材料部 

 

（3）病棟（50床） 

 

（4）サービス部門 
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ペルー共和国 

国立障害者リハビリテーションセンター整備計画基本設計調査 

第二次現地調査協議議事録 

（抜粋） 

 

 

 ペルー共和国（以下、「ペルー国」と称す。）政府からの要請に応え、日本国政府は「国立障

害者リハビリテーションセンター整備計画」（以下、「プロジェクト」と称す。）に係る基本設計

調査の実施を決定し、その調査実施を独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」と称す。）に

委託した。 

 

JICA は、無償資金協力部業務第二グループ保健医療チーム長吉新主門を団長とする基本設計

調査団（以下、「調査団」と称す。）をペルー国へ派遣し、調査団は 2007 年 9 月 3 日から 9 月

27 日までペルー国に滞在する予定である。 

 

調査団は、ペルー国政府関係者（以下、「ペルー側」と称す。）と協議を行うとともに、現地

調査を実施した。 

 

一連の協議と現地調査の結果、ペルー側・日本側双方は、付属書に記述された主要項目につ

き確認を行った。調査団は、帰国後基本設計調査報告書の作成作業を進める予定である。 

 

2007 年 9 月 14 日、リマ 

 

 

 

 

 

                                                          

吉新 主門                 Arq. Hernán Roig Arosemena  

総括                       プロジェクト調整官 

基本設計調査団               国際協力室 

JICA                    保健省 

ペルー共和国 

 

                                                          

                       Dr. Juan Daniel Guillón Cabrejos 

院長 

               国立障害者リハビリテーションセンター 

                      ペルー共和国           
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付属書 

 

１． インテリム・レポートの内容 

ペルー側は調査団により説明されたインテリム・レポートの内容について基本的に理解し合意

した。全体移転計画における配置計画案は別添 1 に示したとおりである。 

 

２． プロジェクトの対象 

本プロジェクトの対象機関は、国立障害者リハビリテーションセンターである。なお、対象機

関の新設予定地、同土地の使用権については、2007 年 6 月 27 日に署名した討議議事録の別添

1 および別添 5 に示されているとおりであることを双方は再度確認した。 

 

３． 責任機関及び実施機関 

本プロジェクトの責任機関はペルー国保健省、実施機関は国立障害者リハビリテーションセン

ターである。ペルー国保健省および国立障害者リハビリテーションセンターの組織図は別添 2

および別添 3 のとおりである。 

 

４． ペルー国政府からの要請内容 

調査団との協議の結果、ペルー側は、国立障害者リハビリテーションセンターの全体移転計画

のうち、最終的に別添 4 に示す施設の建設及び別添 5 に示す機材の調達を、日本側に要請した。

ただし、施設の要請に関して、ペルー側は精神機能リハビリテーション部門のうち学習障害リ

ハビリテーション科、知的障害・社会適応障害リハビリテーション科についても日本側が支

援することを強く要請した。JICA は、要請の妥当性を検証し、日本国政府に報告する。ただし、

本プロジェクトの施設の規模・内容、機材の品目・仕様・数量については、今後の国内解析を

経て、決定される。 

 

５． 日本の無償資金協力スキーム 

ペルー側は、調査団により説明され双方が 2007 年 6 月 27 日に署名した討議議事録の別添 3 お

よび別添 4 に記載された日本の無償資金協力スキームとペルー側に求められる必要な措置につ

いて理解した。 

 

 ６． 調査スケジュール 

（1）コンサルタント団員は、2007 年 9 月 27 日までペルー国で現地調査を継続する。 

（2）JICA は、基本設計概要書をスペイン語で作成し、その内容を説明するために 2008 年 2 月

に調査団を派遣する。 

（3）基本設計調査概要書の内容が、ペルー側に原則受け入れられた場合、ペルー側は全体移転

計画の実施にかかる SNIP（公共投資審査システム）の承認プロセスの一環として F/S を実

施する。同 F/S において、ペルー側は本基本設計調査により検討された施設・機材の内容

と整合的な内容とすることを約束した。この作業と並行し、JICA は最終報告書をスペイン

語で作成し、2008 年 6 月までにペルー側に送付する。 
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７．その他協議事項 

（1）人員・予算の配置について 

ペルー側は、本プロジェクトが実施される場合、本プロジェクトにより建設された施設及び調達

された機材の運営維持管理に必要な人員と予算を適切に用意することを約束した。 

 

（2）守秘義務について 

双方は、設計図書、機材仕様書等、本プロジェクトに関連するあらゆる資料を、プロジェクトの

入札終了まで関係者以外の第三者に開示しないことを確認した。 

 

（3）免税手続きについて 

 1）ペルー側は、免税措置に関し、ペルー側関係機関と調整のうえ、免税方法について、今次調査

団滞在中に日本側に報告することを約束した。 

  2）ペルー側は、プロジェクト実施段階において、コンサルタント契約締結に際し、前払保証を含

むいかなる履行保証を求めない旨表明した。 

 

 

 

別添１：全体移転計画検討図 

  ２：保健省組織図 

３：国立障害者リハビリテーションセンター組織図 

  ４：全体施設整備計画および日本側への要請内容 

  ５：全体整備機材および日本側への要請内容 
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別添 4 

全体施設整備計画および日本側への要請内容 
 

区分 施設名称 部門および主要諸室 

外来診療棟 

外来受付諸室、運動機能障害リハビリ部、精神機能障害リハビリ

部（同部のうち、学習障害リハビリ科および知的障害・社会適応

障害リハビリ科の診察室･診療室関連諸室は除く）、診断・治療支

援部 

病棟 A 38 床の病室および関連諸室 

一般サービス棟 A 厨房･食堂、洗濯室 

日
本
側
へ
の
要
請
施
設 

エネルギーセンター 電気室、発電機室、ボイラー室 

管理･研修棟 管理部門諸室、研修教室、図書室、講堂、等 

外来診療棟 
精神機能障害リハビリ部のうち、学習障害リハビリ科および知的

障害・社会適応障害リハビリ科の診察室･診療室関連諸室 

病棟 B 38 床の病室および関連諸室 

ペ
ル
ー
側
負
担
工
事 

一般サービス棟 B 管理事務室、メンテナンス諸室（木工作業、金工作業など）他 

 

 

 

 

 

 

 

別添 5 

 

全体整備機材および日本側への要請内容 
 

 
注： 
○：日本側に要請された機材（各機材の優先度および要請数量は現地調査の後半でペルー側とコンサルタ

ントで協議されるテクニカル・ノートにおいて示される予定である） 
◎：ペルー側で整備予定の機材 
△：日本側の検討により計画に含まれなかった場合、ペルー側で整備すべき機材 
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ペルー共和国 
国立障害者リハビリテーションセンター建設計画基本設計調査 

（基本設計概要説明） 
協議議事録 

 
（抜粋） 

 
 
 
 

 独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」と記す）は、2007 年 6 月 18 日から 6 月 29 日およ
び 9 月 2 日から 9 月 28 日の二次にわたり、ペルー共和国（以下、「ペルー国」と称す。）に対し
て「国立障害者リハビリテーションセンター建設計画」に係る基本設計現地調査団を派遣し、ペ
ルー国政府関係者との協議、サイト調査、及びその後の日本国内での国内解析を踏まえて基本設
計概要書を取りまとめた。 
 
今般、JICA は、基本設計概要書の内容をペルー国政府関係者に説明し、協議することを目的

として、2008 年 2 月 20 日から 2 月 29 日まで、JICA ペルー事務所の谷口誠所長を団長とする
基本設計概要説明調査団（以下「調査団」という）をペルー国に派遣した。 

 
一連の協議の結果、ペルー国側・日本側双方は、付属書に記述された主要項目につき確認を行

った。調査団は、さらに調査を継続し、基本設計調査報告書を取りまとめる。 
 
 

2008 年 2 月 29 日、リマ 
 
 
 
 
 

 
 

                                                           
谷口 誠                   Arq. Hernán Roig Arosemena 
総括                        プロジェクト総合調整官 
基本設計概要説明調査団            保健省  
JICA                     ペルー共和国 

 
 
 
 
 

 
                                                           
                        Dr. Juan Daniel Guillón Cabrejos 

院長 
                国立障害者リハビリテーションセンター 

                       ペルー共和国    
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付属書 

 
 

1. 基本設計概要書の内容 
ペルー側は調査団により説明された基本設計概要書の内容について基本的に合意し受容し
た。 

 
2. 日本の無償資金協力スキーム 

ペルー側は、調査団により説明され双方が 2007 年 6 月 27 日に署名した協議議事録の別添
3 および別添 4 に記載された日本の無償資金協力スキームとペルー国側に求められる必要
な措置について理解した。 
 

3. 調査スケジュール 
（1）ペルー側は、調査団により説明された日本側負担部分の計画案に基づき、ペルー国の

SNIP（公共投資審査システム）に必要な F/S 手続きを実施し、2008 年 7 月中にその
承認を完了することを約束した。同調査において、ペルー国側は日本側が実施予定の
基本設計調査における施設・機材の内容と整合的な内容となるよう留意する。 

（2）JICA は同 F/S の承認状況、全体計画内容および両国同時に施工を行うに際しての留意
事項等を確認するため、2008 年 7 月末から 8 月初頭に頃調査団を派遣する。 

（3）JICA は 2008 年 11 月までに最終報告書を作成しペルー側に送付する。 
 

4. 秘密保持 
双方は、基本設計概要書及び機材仕様書（案）など、本プロジェクトに関連するあらゆる
資料をプロジェクトの入札終了まで関係者以外の第三者に開示しないことを確認した。 

 
5. その他協議事項 
（1）調査団は別添 1 に示すとおり、本プロジェクトの概算事業費について説明した。双方

は概算事業費について受注者決定まで関係者以外の第三者に開示しないことを確認し
た。調査団は概算事業費は概算であり変更する可能性があることを説明し、ペルー国
側はこれを了解した。 

（2） 双方は、別添 2 および 3 に示された施設建設および必要な機材調達の内容につき合
意した。 

（3）ペルー国側は、本計画実施により建設される施設、調達される機材を適切かつ効果的
に運用、維持管理していくために十分な人員と予算を配分することを約束した。 

（4）ペルー国側は、本計画の実施により導入される機材を今後自助努力により更新してい
くために適切な予算措置・メンテナンス措置を講じていくことを約束した。 

（5）保健省は、本プロジェクトに関与する日本人が認証された契約に基づき行う機材・資
材の輸入およびサービスの提供に対して、ペルー国政府の課する全ての税が免除され
るよう関係機関と調整を行う。 

（6）保健省は、契約業者からの要請に対応し、契約業者への還付に必要な予算を供給する。
そのための期間は、二ヶ月を超えない。 

（7）保健省は、必要な税関手続きのための措置を取る。国立障害者リハビリテーションセ
ンターは、プロジェクトの実施前に建築許認可を取得する。 

（8）ペルー国側は、本計画実施に必要な用地に存在する施設の解体及び整地を 2009 年 3
月までに行うことを約束した。 

（9）現時点で想定される概略工程案は別添 4 のとおりである。 
 
 
別添 1 概算事業費 
別添 2 要請施設リスト 
別添 3 要請機材リスト 
別添 4 概略工程案 
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添 付 － 1  プ ロ ジ ェク トの 概 算 事 業 費  

 

日本の無償資金協力により、協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費について、日本

とペルー国の負担区分に基づく事業費内訳は次のとおりに見積もられる。ただし、これは交換

公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

(1) 積算条件 

1) 積算時点 ：平成 19 年 9 月 

2) 為替交換レート ：1US$＝120.63 円 

                ：1US$＝3.16 ソーレス（S/.） 

               ：1 ソル＝38.17 円 

3) 施工期間 ：16 ヶ月 

4) その他   ：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力制度に従い実施

される。 

 

(2) 日本側負担概算事業費 

概算総事業費：   約 1,910 百万円 

費  目 概算事業費（百万円） 

施設建設 1,510 

機材調達 243 

実施設計・監理業務 157 

 

(3) ペ ル ー 側 負 担 概 算 事 業 費  

費  目 概算事業費 
（百万円） 

概算事業費 
（千ｿｰﾚｽ） 

F/S の作成と経済財務省からの承認取得 10 263 
建設予定地の整地 132 3,460 
外周フェンス設置 3 70 
ペルー側負担施設（管理･研修棟、病棟 B、一般
サービス棟 B、外構工事）の設計監理業務 33 871 

管理･研修棟建設 203 5,324 
病棟 B 建設 64 1,683 
一般サービス棟 B 建設 46 1,207 
外構工事 19 500 
植栽計画、設計監理業務 2 50 
植栽工事 19 500 
家具･什器の調達 30 795 
既存機材、家具の移転 2 50 
インフラ接続（電力、上下水） 2 50 
建設許可取得 22 584 
日本側協力対象事業の国内税（付加価値税等）還
付 

235 6,150 

銀行取極め（B/A）、支払い授権書（A/P）発行 4 101 
合           計 826 21,658 
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添付-2 要請施設リスト 

 

(1) 建物 
 

区分 施設名称 構造 規模 部門および主要諸室 

外来診療棟 RC 造*2 階建 8,480.0m2 
外来受付諸室、運動機能障害リハビリ部諸室、
精神機能障害リハビリ部諸室、診断・治療支
援部諸室 

ラボ･中央材料棟 RC 造平屋建 435.0m2 臨床検査諸室、滅菌センター諸室、処置室お
よび関連諸室 

一般サービス棟 A RC 造平屋建 888.0m2 厨房･食堂、洗濯室、電気室、機械室 

病棟 A RC 造平屋建 924.5m2 38 床の病室および関連諸室 

日
本
側
の
計
画
施
設 

施設面積小計  10,727.5m2  

管理･研修棟 RC 造 2 階建 2,925.5m2 管理部門諸室、研修教室、図書室、講堂、等 

病棟 B RC 造平屋建 924.5m2 38 床の病室および関連諸室 

一般サービス棟 B RC 造平屋建 663.0m2 管理事務室、メンテナンス諸室（木工作業、
金工作業など）他 

ペ
ル
ー
側
負
担

施
設 

施設面積小計  4,513.0m2  

 施設面積合計  15,240.5m2  

 

(2) 外構工事 
 

区分 外構工事名 工事内容 

メインアプローチ道路および来客
用駐車場 

メインエントランスの車道、歩道および約 30 台の来客駐車
場。フラッグポール（3 本）を含む。（ただし植栽は含まな
い。） 

屋外歩行訓練場 外来診療棟の中庭にある歩行訓練用の歩道、花壇、池の設置
（ただし植栽は含まない。） 

訓練用運動場 病棟 A とラボ･中央材料棟の間に設ける運動場（ただし植栽
は含まない。） 

サービス用道路 サブエントランスから一般サービス棟 A に至る車道 

歩道 外来診療棟、ラボ･中央材料棟、病棟 A、一般サービス棟 A
を結ぶ歩道 

日
本
側
負
担
工
事 

受水槽、オイルタンク、ゴミ置場 受水槽・給水ポンプ室、ボイラー及び発電機用オイルタンク、
ゴミ回収用ゴミ置場 

整地工事 既存施設の撤去、地盤レベル造成工事 
外周フェンス 敷地周囲のフェンスを含む。 
植栽工事 敷地内のすべての植栽工事 
ゲートハウス メイン･サブエントランスに設けるゲートハウス 
管理･研修棟へのアプローチ道路
および来客用駐車場 

メインアプローチ道路から管理･研修棟に至る車道と約 52
台の来客用駐車場 

職員駐車場 サブエントランスにある約 43 台の職員駐車場 

ペ
ル
ー
側
負
担
工
事 

サービス用道路 サブエントランスから管理･研修棟に至る車道 
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添付-3 要請機材リスト 

番 号 機 材 名 台 数

学
習
障
害
療

法
室

理
学
療
法
室

水
治
療
室

運
動
療
法
室

レ
ー

ザ
ー

治
療

室 処
置
室

聴
覚
検
査
室

病
棟

C
T
撮
影
室

X
線
撮
影
室

暗
室

臨
床
検
査
室

義
肢
装
具
製
作

室 中
央
材
料
室

洗
濯
室 合 計

数 量

C-1 ミニ ジ ム 1 1 1
C-6 学 習 障 害 訓 練 用 シ ス テ ム 8 8 8
C-8 自 立 訓 練 機 器 セ ット（小 児 用 ） 1 1 1
C-10 冷 パ ック用 冷 凍 庫 セ ット 1 1 1
C-12 湿 式 パ ックヒー ター セ ット 1 1 1
C-13 パ ラフィン浴 槽 1 1 1
C-14 頚 椎 ・腰 椎 牽 引 機 1 1 1
C-15 短 波 治 療 器 2 2 2
C-16 超 音 波 ・電 気 刺 激 複 合 治 療 器 18 18 18
C-17 携 帯 型 4極 電 気 刺 激 装 置 1 1 1
C-19 バ イオ フィー ドバ ック治 療 器 2 2 2
C-21 筋 力 増 強 用 電 気 刺 激 治 療 器 2 2 2
C-23 電 動 式 チ ル トテ ー ブ ル 6 6 6
C-25 起 立 踏 み 込 み 式 下 肢 運 動 器 1 1 1
C-26 電 動 式 トレ ッドミル 2 2 2
C-27 自 転 車 エ ル ゴ メー タ 4 4 4
C-29 マ ル チ ジ ム 2 2 2
C-30 重 錘 滑 車 四 肢 運 動 器 3 3 3
C-31 肋 木 5 5 5
C-32 ハ バ ー ドタン ク用 患 者 搬 送 リフト 2 2 2
C-33 下 肢 空 圧 マ ッサ ー ジ 器 1 1 1
C-35 レー ザ ー 治 療 器 1 1 1
C-36 赤 外 線 レ ー ザ ー 治 療 器 2 2 2
C-37 ハ バ ー ドタン ク 2 2 2
C-38 上 肢 用 ワ ー ル プ ー ル 4 4 4
C-39 下 肢 用 ワ ー ル プ ー ル 4 4 4
C-40 水 中 リハ ビ リプ ー ル 用 患 者 搬 送 ス トレッチ ャー 1 1 1
C-42 処 置 台 1 1 1
C-47 移 動 型 無 影 灯 1 1 1
C-54 乾 熱 滅 菌 器 2 1 1 2
C-55 吸 引 機 2 2 2
C-56 診 断 機 器 セ ット 2 2 2
D-4 聴 性 脳 幹 反 応 検 査 装 置 1 1 1
D-5 携 帯 型 耳 音 響 放 射 装 置 1 1 1
D-8 昇 降 式 リクライ ニ ング 型 ス トレ ッチ ャ ー 8 8 8
D-10 下 部 尿 路 機 能 検 査 装 置 1 1 1
D-11 呼 吸 器 検 査 機 器 2 2 2
D-12 CTス キ ャナ ー 1 1 1
D-15 一 般 用 X線 撮 影 装 置 1 1 1
D-16 自 動 現 像 機 1 1 1
D-17 双 眼 顕 微 鏡 1 1 1
D-18 恒 温 槽 1 1 1
D-19 高 圧 蒸 気 滅 菌 器 1 1 1
D-20 蒸 留 水 製 造 装 置 1 1 1
D-21 分 光 光 度 計 1 1 1
D-23 遠 心 器 1 1 1
D-25 安 全 キ ャビ ネ ット 1 1 1
P-6 ホ ットエ ア ー ガ ン 2 2 2
P-8 ポ リプ ロピ レ ン用 電 気 炉 1 2 2
P-9 真 空 成 形 機 1 1 1
P-10 裁 断 機 2 2 2
P-18 電 気 溶 接 機 1 1 1
P-19 帯 鋸 盤 （金 属 用 ） 1 1 1
P-20 直 立 ボ ー ル 盤 (大 ） 1 1 1
P-25 工 業 用 ミシ ン セ ット 1 1 1
P-26 靴 幅 調 整 機 1 1 1
P-27 革 漉 機 1 1 1
P-30 ガ ス 溶 接 機 1 1 1
P-38 切 削 機 器 セ ット 1 1 1
P-39 ソケ ット製 作 調 整 器 1 1 1
P-40 カー ビン グ マ シ ン 1 1 1
P-41 帯 鋸 盤 （木 工 用 ） 1 1 1
P-42 研 磨 機 セ ット 1 1 1
P-43 ベ ン デ ィン グ 機 器 セ ット 1 1 1
P-44 靴 部 品 縫 製 機 セ ット 1 1 1
P-45 多 ヘ ッド研 磨 機 1 1 1
P-46 出 し縫 ミシ ン 1 1 1
P-47 靴 底 縫 い 用 ミシ ン 1 1 1
W-1 ベ ッドセ ット 1 1 1
W-2 患 者 介 護 用 リフト 2 2 2
S-1 高 圧 蒸 気 滅 菌 器 及 び 関 連 機 材 1 1 1
S-2 乾 熱 滅 菌 器 1 1 1
S-3 蒸 留 装 置 1 1 1
S-15 ロー ル ア イロ ン 1 1 1
S-16 プ レス 機 2 2 2
S-17 洗 濯 機 セ ット 1 1 1
S-18 乾 燥 機 2 2 2
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ペルー共和国 

国立障害者リハビリテーションセンター建設計画基本設計調査 

（第三次現地調査） 

  協議議事録（抜粋） 

 

 

 独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」と記す）は、2008 年 2 月 21 日から 2 月 29 日に、

ペルー共和国（以下、「ペルー国」と称す）に対して「国立障害者リハビリテーションセンター

建設計画」に係る基本設計概要説明調査団を派遣し、ペルー国政府関係者に基本設計概要書を説

明し協議した。 

 

今般、JICA は、ペルー国の SNIP 制度における本プロジェクトの F/S の実施結果および政府

内審査の進捗・結果を確認し、F/S の内容と基本設計概要書との整合性を協議すると共に、最新

の建設物価を調査し、概算事業費の積算に反映することを目的として、2008 年 8 月 4 日から 8

月 8 日まで、JICA 資金協力支援部準備室実施監理第二課の小林秀弥主査を団長とする基本設計

第三次現地調査団（以下「調査団」という）をペルー国に派遣した。 

 

一連の協議の結果、ペルー国側・日本国側双方は、付属書に記述された主要項目につき確認を

行った。調査団は、さらに調査を継続し、基本設計調査報告書を取りまとめる。 

 

 

2008 年 8 月 7 日、リマ 

 

 

 

                                                           

小林 秀弥  Arq. Hernán Roig Arosemena 

総括        プロジェクト総合調整官 

基本設計第三次現地調査団  保健省 

JICA   ペルー共和国 

 

 

 

                    

 Dr. Juan Daniel Guillón Cabrejos 

 院長 

 国立障害者リハビリテーションセンター 

 ペルー共和国 
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付属書 

 

 

6. ペルー国の SNIP（公共投資審査システム）に必要な F/S 手続き 

ペルー国側は F/S 承認手続きを 2008 年 8 月 18 日に完了し、JICA ペルー事務所に報告す

ることを約束した。 

 

7. 日本の無償資金協力スキーム 

ペルー側は、調査団により説明され双方が 2007 年 6 月 27 日に署名した協議議事録の別添

3 および別添 4 に記載された日本の無償資金協力スキームとペルー国側に求められる必要

な措置について理解した。 

 

8. 調査スケジュール 

JICA は 2008 年 11 月までに最終報告書を作成しペルー側に送付する。 

 

9. 秘密保持 

双方は、基本設計概要書及び機材仕様書（案）など、本プロジェクトに関連するあらゆる

資料をプロジェクトの入札終了まで関係者以外の第三者に開示しないことを確認した。 

 

10. その他協議事項 

（1）2008年 2月 29日署名の協議議事録の別添 1に示された概算事業費は、積算時点が 2007

年 9 月であったため、調査団は、今回の調査で最新の建設物価を調査し積算に反映さ

れることから概算事業費が変更されることを説明し、ペルー側はこれを了解した。 

（2）本件計画の実施に際して必要となるペルー側による建設予定地の整地工事に関して、

ペルー側は 2008 年 11 月までに着手し、2009 年 3 月までにこれを完了することを約

束した。 

（3）現時点で想定される概略工程案は別添１のとおりである。 

 

 

 

別添１ 概略工程案 
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